
（平成２１年４月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 21 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 58 件

国民年金関係 47 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 2406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 49年３月まで 

             ② 昭和 49年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 44 年５月に勤めていた会社が倒産した後も、引き続き雇用さ

れて社長の住まいのある２階の寮に住んでいた。その後、47 年４月に会社

が本格的に再建されたので、住民票をＡ市から寮のあるＢ市に移し、その

時に国民年金の加入手続を自分又は会社の経理担当者のどちらかが行った

と思う。申立期間当時、一緒に寮に住んでいた同僚と同じように給料から

国民年金や国民健康保険などの保険料を天引きされており、国民年金手帳

や納付書を経理担当者に預けていたので、私の国民年金保険料は経理担当

者や同じ寮に住んでいた同僚の分と一緒に、経理担当者が集金人に支払っ

ていたはずである。 

しかし、申立期間①及び②の保険料が未納とされており、納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年４月に住民票をＢ市に移した時に国民年金加入手続を

行ったと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿により申立人の

国民年金手帳記号番号は同年２月 28 日に払い出されていることが確認できる。 

また、申立人の保険料納付記録をみると、申立期間②の直前の昭和 49 年４

月から同年６月までの保険料及び直後の同年10月から52年４月までの保険料

を現年度納付しており、このうち 49年 10月から結婚する 50年 12月までの保

険料は会社の経理担当者及び同僚と同一日に納付されている。 

さらに、申立期間②は３か月と短期間であり、納付回数は１回分と考えられ

るため、申立人がこの期間分のみ未納のまま放置したとは考え難い。 



他方、申立期間①については、申立人が勤めていた会社の経理担当者は、昭

和 47 年ごろから国民年金手帳や納付書を申立人から預かった上で、保険料を

給与から天引きし、納付していたと陳述している。しかしながら、申立期間①

のうち、48年３月以前の期間については、印紙検認方式であった時期であり、

一緒に納付したとする同僚の国民年金手帳の印紙検認記録欄には検認印が押

されている一方で、申立人の印紙検認欄には検認印が押されておらず、契印の

上切り離された形跡も無い。また、申立期間①のうち、同年４月以降の期間に

ついては、納付書方式が採られていた時期であるが、申立人は領収書を廃棄し

たとしており、このほか、申立人から申立期間①の保険料納付をめぐる事情等

を汲み取ろうとしても納付をうかがわせる周辺事情等は見いだせなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 49 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2407 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年７月から 50年３月まで 

             ② 昭和 53年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 53年 10月から 54年３月まで 

             ④ 昭和 62年４月から 63年３月まで 

    私は、自身の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に関与していな

いので、加入手続時期や保険料の納付方法、金額等は分からないが、母親が

私の国民年金の加入手続を行い、私が結婚した昭和 50年６月までの私の保

険料を納付していたと母親から聞いていた（申立期間①）。 

    結婚後に私の国民年金手帳を母親から渡されて、私自身が保険料を納付す

るように言われたので、結婚後の私の保険料については、私自身が元妻の保

険料と一緒に納付書により郵便局で納付していたが、保険料の納付時期や納

付金額等はよく覚えていない（申立期間②及び③）。 

    また、平成３年ごろ、Ａ市役所で申請免除期間の保険料を追納しないと、

今後、保険料を納付できなくなるという説明を受けたので、昭和 61 年４月

から平成元年３月までの３年間の夫婦二人分の保険料として数 10 万円を納

付書によりＡ市役所又は郵便局で分割して納付した（申立期間④）。 

    申立期間①から④までの保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、その母親が申立人の国民年金加入手続を

行うとともに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の手帳

記号番号は、申立人と同居していたその妹の手帳記号番号と連番で昭和 50 年



４月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により、また、同

年１月から同年３月までの申立人の妹の保険料は現年度納付されていること

が特殊台帳により、それぞれ確認できる。 

ところで、申立人の妹の現在の手帳記号番号は、その妹の結婚後の昭和 52

年５月にＢ市を所管する社会保険事務所で払い出されていることが手帳記号

番号払出簿により確認できるところ、申立人の年金手帳記号番号と連番で払い

出された手帳記号番号による申立人の妹の上記３か月の保険料の納付記録は、

平成 11 年６月８日までその妹の現在の手帳記号番号に統合されないままであ

ったことが社会保険庁の記録により確認できる。このことから、昭和 50 年４

月に申立人の手帳記号番号と連番で払い出された申立人の妹の手帳記号番号

については、申立人の国民年金加入手続と一緒に申立人の母親が行うとともに、

申立人の妹の同年１月から同年３月までの保険料も母親が納付したと考えら

れ、申立人の同年１月から同年３月までの保険料も申立人の妹の保険料と一緒

に申立人の母親が納付していたとしても不自然ではない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 45年４月から 49年 12月までの期間につい

ては、申立人の上記の手帳記号番号が払い出された時点では、一部の期間は、

制度上保険料を納付できない期間である上、申立人の妹の保険料も未納である。 

次に、申立期間②及び③については、保険料の具体的な納付場所、納付時期、

納付金額等に関する申立人の記憶はあいまいであり、保険料納付状況等は不明

である。 

また、申立人は、申立期間②及び③の前後の期間を含むＣ市在住当時に同一

市内で数回転居を繰り返したとしており、申立人の申立期間②及び③当時の生

活状況には変化があったと考えられる上、一緒に夫婦二人分の保険料を納付し

ていたとされる申立人の元妻の同一期間の保険料も未納である。 

申立期間④については、申立人は、平成３年ごろ、Ａ市役所で申請免除期間

の保険料を追納するよう説明を受け、申立期間④を含む昭和 61 年４月から平

成元年３月までの３年間の夫婦二人分の保険料として数 10 万円を分割して納

付したと申し立てている。 

しかし、申立人の納付記録をみると、申立期間④は、保険料の追納が可能な

申請免除期間では無く、保険料の未納期間であることが、社会保険庁の記録に

より確認できるところ、平成３年ごろには、申立期間④は、時効により保険料

が納付できない期間である。 

一方、申立人並びにその元妻の昭和 61年４月から申立期間④直前の 62年３

月までの期間及び申立期間④直後の 63 年３月から平成元年３月までの期間は

申請免除期間で、３年 12月 27日、４年１月 27日、同年２月 27日及び同年３

月 30日の４回に分けて、当該申請免除期間の夫婦二人分の保険料約 40万円が

追納されていることが社会保険庁の記録により確認でき、申請免除期間の保険

料の追納に関する申立人の記憶とおおむね符合している。 



また、一緒に夫婦二人分の保険料を追納したとされる申立人の元妻の申立期

間④と同一期間の保険料も未納である。 

このほか、申立期間①のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの期間を除

く、各申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる関連資料や周辺事

情も、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



大阪国民年金 事案 2408 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 16年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  ① 昭和 45年４月から 46年３月まで 

             ② 昭和 46年 10月から 48年３月まで 

昭和 43 年にＡ県Ｂ市で国民年金に加入し年金手帳を受け取ったが保険料

は納付しなかった。 

昭和 45 年に、以前居住していたＣ市に戻ったとき、集金人から未納分の

納付を求められ、後日市役所で相談して２回又は３回に分割して納付した。 

昭和 45 年４月以降の保険料は、毎月集金人に納付していた。当初は集金

人に保険料を納付すると印紙を渡されて、それを年金手帳に貼付
ちょうふ

していた。 

その後は納付書と一緒に保険料を集金人に渡し領収書をもらっていた。 

納付したときに受け取った領収書や所持していた年金手帳などは転居の

とき処分してしまったが納付済みと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年ごろにＡ県Ｂ市で国民年金の加入手続だけを行い、

保険料の納付はＣ市に転居した 45 年４月から開始し、現年度保険料につい

ては毎月集金人に、また未納となっていた昭和 43 年度及び 44 年度の保険料

は 45 年度に２回又は３回に分割して、それぞれ納付したと陳述している。 

まず、申立人の国民年金への加入時期をみると、申立人の手帳記号番号は、

昭和 43 年５月にＡ県Ｂ市で払い出されていることが確認でき申立人の陳述

と符合する。また、昭和 43 年度及び 44 年度の保険料は納付済みとなってい

る上、申立人のＡ県Ｂ市において保険料を納付しなかったとする理由は具体

的であり、その陳述に不自然さはみられないことから 43 年度及び 44 年度の

保険料は、申立人の陳述どおりＣ市で過年度納付されたものと考えられる。



この場合、過年度納付していたとする時期に当たる 45 年度の保険料を納付

しなかったとみるのは不自然であり、申立人は過年度保険料に合わせて申立

期間①に当たる同年度の保険料を現年度納付していたものと考えるのが相

当である。 

さらに、申立人の国民年金に係る住所変更等の手続は、昭和 45 年７月以

前になされていることが手帳記号番号払出簿から確認でき、変更手続だけを

行って保険料を納付しないのは不自然である上、申立人は申立期間①に係る

保険料の納付状況について具体的に記憶している。 

次に、申立期間②についてみると、申立人は、納付書により毎月集金人に

保険料を納付していたと陳述しているところ、申立人の納付書の入手方法や

納付金額に係る記憶は定かではない。 

また、申立期間②は二年度にまたがる上、申立人の申立期間直後の居所で

あり、当時Ｃ市から記録の引き継ぎを受けたとみられるＤ市の国民年金被保

険者名簿の記録は未納となっている。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、別読みを

含む氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人が申立期間②に係る国民年金保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45 年４月から 46年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 2409 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：       

        生 年 月 日        ：  昭和 15年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 54年４月から 55年３月まで 

        私が夫婦二人分の国民年金への加入手続をし、これまで夫婦二人分の保険

料を支払ってきた。 

申立期間のうち、昭和 54年４月から同年 12月までの保険料については領

収書を所持しており、55 年４月９日に銀行にて、保険料２万 9,700 円を納

付していることが確認できる。 

当時、自営業をしていたため、保険料をまとめて納付することは可能であ

った。 

申立期間について、妻の分は納付済みとなっているにもかかわらず、自身

の分について納付記録が無く未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54年４月から同年 12月までの保険料につ

いて記号番号は申立人の妻のものとなっているものの本人名義の領収書を所

持している。 

また、申立人は、昭和 55年４月以降、平成 11年 12月まで保険料をすべて

納付しており、60 歳以降についても高齢任意加入制度により 17 年３月まで

保険料の納付を続け、国民年金の受給資格を得るに至っており、また、申立

人の妻については、昭和 54 年４月以降、平成 16 年５月まで保険料をすべて

納付していることから、夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人及びその妻の年金手帳記号番号は、昭和 55 年３月 10 日に

夫婦連番で払い出されていることから、夫婦で一緒に夫婦二人分の保険料を

納付する意思があったことがうかがえる上、昭和 62年度及び平成４年度の保

険料は夫婦共前納しており、また、納付日の確認できる平成９年度から 13年



度までの期間の保険料は夫婦が同一日に納付しているなど、基本的に夫婦一

緒に夫婦二人分の保険料を納付していたものと認められ、申立人が、その妻

と共に保険料を納付したとする主張に不自然はみられず、申立期間について

申立人の妻の保険料は納付済みとなっている。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 2410 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年１月から同年３月までの期間、７年４月及び７年 11 月か

ら８年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年１月から同年３月まで 

             ② 平成７年４月 

             ③ 平成７年 11月から８年３月まで 

    申立期間について、私の国民年金保険料の支払いは、ずっと母が市役所で

支払ってきた。その際いつも、納付の穴が無いか確認して支払っていた。

市役所の方にも、穴があれば順番に埋めていくから大丈夫だといわれてい

たので、未納は無いものと信じていた。また、免除の制度も知らなかった

ので、免除の期間があるのはおかしい。ずっと納めていたのは間違いない

ので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付している

ことから、納付意識の高さがうかがえる。 

   まず、申立期間①についてみると、申立期間は３か月と短期間であり、前後

の期間は現年度納付していることがうかがえる。 

   また、申立期間①の前後を通じて申立人の生活状況に変化がみられず、納付

を行っていた申立人の母も同期間の保険料を現年度納付していることから、申

立人の保険料のみ納付しなかったと考えることは不自然である。 

次に、申立期間②についてみると、社会保険庁の納付記録上、申請免除期間

とされているが、平成７年４月に同年１月から同年３月までの保険料を現年度

納付し、申立期間②直後の同年５月から同年 10 月までは毎月納期限内に保険

料が納付されていることが確認でき、免除申請が承認されること自体が不自然

である。また、同年４月のみの申請免除も不自然である。 



さらに、申立期間③についてみると、社会保険庁の納付記録上申請免除期間

とされているが、申立期間②の免除申請日（平成７年５月 29 日）の翌日（同

年５月 30 日）に申請を行った記録となっており不自然である。また、申立期

間③直前の同年５月から同年 10 月まで毎月納期限内に保険料が納付されてい

ることが確認でき、免除申請が承認されること自体が不自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 2411 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年７月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和９年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 43年８月から 44年３月まで 

② 昭和 44年７月 

昭和 43 年７月ごろ、退職に伴い、妻がＡ市役所で夫婦二人分の国民年金

の加入手続をし、同年８月及び同年９月の夫婦二人分の国民年金保険料を市

役所内の金融機関で現金納付した。また、同年 10月から 44年３月までの夫

婦二人分の保険料については、自宅に来た集金人に妻が納付した。その当時

の保険料は月額 200円前後であったと思う（申立期間①）。 

また、昭和 44 年７月の夫婦二人分の保険料については、就職やその手続

で忙しい時期であったが、妻が納付してくれていたように思う（申立期間②）。 

申立期間①及び②については、保険料を納めていたはずなので納付済期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、昭和 43 年８月及び同年９月の国民年金保険料につい

ては、申立人はその妻が国民年金加入手続時に市役所内の金融機関で納付し

たとしているところ、当時、同市は印紙検認方式であり、申立人の陳述は符

合しない。 

また、申立期間①のうち、昭和 43年 10月から 44年３月までの保険料に

ついては、申立人はその妻が集金人に夫婦二人分を納付したとしているとこ

ろ、その妻が所持する自身の国民年金手帳をみると、昭和 43 年度の印紙検

認記録欄には検認印が押されておらず、この妻の同一期間の保険料も未納で

あると推定でき、夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の陳述は符合

しない。 



さらに、申立人の妻が申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿等）も無い。 

次に、申立期間②については、申立人はその妻が保険料を納付したとして

いるところ、夫婦二人分の保険料を納付していたとするその妻は、申立期間

②と同一期間の保険料を現年度納付していることが妻の所持する国民年金

手帳により確認できる。 

また、申立人の妻は、昭和 44 年４月の国民年金被保険者資格を取得して

以降、満 60 歳で同資格を喪失するまで、国民年金被保険者期間の保険料を

すべて納付し、厚生年金保険から国民年金への資格変更手続も適切に行って

おり、そのような納付意識の高い申立人の妻が１か月と短期間の保険料を納

付しなかったとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 44年７月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 17年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 54年４月から 55年３月まで 

    私は、近所の民生委員から、「国民年金は、25年間納付しないと受給でき

ない。もしまだ国民年金に加入していないのであれば、直ちに加入手続をし

て、35歳以降の期間については、未納が無いようにしないと無年金になる。」

と教示されたのでＡ市役所に出向き、国民年金の加入手続を行った。 

    加入手続をしてからは、35 歳以降の期間については未納が無いよう注意

して国民年金保険料を納付してきた。 

    ところが平成 19 年に、社会保険事務所で私の国民年金保険料納付記録の

照会をしたところ、昭和 54年度の 12か月間が未納とされており、満 60歳

で資格を喪失するまでの国民年金納付期間は 24 年間しかないことを知らさ

れた。気を付けて保険料を納付してきたつもりなので、精査の上、記録を納

付済みに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、25年間国民年金保険料を納付しないと年金を受給できないので、

直ちに国民年金に加入するように民生委員から勧められたので、加入手続を行

い、35歳以降の国民年金保険料を、未納が無いよう納めたとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 55年６月に払い出され、その時点で 35

歳にさかのぼって保険料を特例納付していることが、社会保険庁の記録により

確認できる。 

また、申立人の妻についても、満 35歳の誕生月の属する昭和 55年度から保

険料の納付を開始していることが確認でき、民生委員の教示により満 35 歳か

ら保険料を納付してきたとする申立人の陳述は、信憑性
しんぴょうせい

が高いと考えられる。 

さらに、満 35 歳以降の国民年金被保険者期間において、未納が有れば無年



金になると確信していた申立人が、申立期間の保険料が未納であることを承知

しながら、これ以後の保険料の納付を続けたとは考え難い。 

加えて、加入手続を行った昭和 55 年度以降については、夫婦はそれぞれ満

60歳で資格を喪失するまで保険料を現年度納付しており、そのうち平成 13年

度以降の期間については、夫婦共に夫婦二人分の保険料を前納していることが

社会保険庁の記録により確認でき、夫婦の納付意識が高かったものと考えられ

る。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53年７月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年７月から同年 12月まで 

             ② 昭和 61年４月から 62年３月まで 

昭和 46 年夏ごろに自宅に来たＡ市役所の集金人から｢国民年金保険料を

支払わないと将来年金がもらえない。｣と言われ、その後夫婦で同市役所の

本庁又はＢ出張所に出向き夫婦二人の国民年金加入手続を行った。その後、

妻が夫婦二人分の保険料を集金人あるいは金融機関の外交員に納めていた

と思う(申立期間①)。 

Ｃ市に引っ越し後、私が住民票の転入手続と一緒に国民年金の手続も行っ

た。保険料は、妻が営んでいたＤ店に来ていた金融機関の外交員かあるいは

金融機関の窓口で妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付書により納めてい

た(申立期間②)。 

どちらの期間も、妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに納付

済みとされていないことは納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は夫婦二人の国民年金保険料を一緒に申立人

の妻が納付していたとしているところ、申立期間①前後の申立人夫婦の保険料

納付日を確認することができる昭和 52 年４月から同年 12 月までの期間及び

54 年１月から同年３月についてみると、この期間の保険料はすべて夫婦同一

日に納付されていることが、申立人夫婦の所持している年金手帳及びＣ市の被

保険者名簿より確認でき、申立人の陳述と符合する。 

また、申立人夫婦共、申立期間①の以前から現年度納付を続けており、６か

月と短期である申立期間①の保険料を納付しなかったとは考え難い。 



一方、申立期間②については、申立期間②直後の昭和 62 年４月から同年６

月までの期間及び同年９月分の保険料の納付日が申立人夫婦で異なっている

ほか、申立人は免除の申請を行った覚えは無いとしているものの、申立期間②

直前の60年７月から同年12月までの期間は申立人のみが申請免除期間となっ

ていることがＣ市及び社会保険庁の記録により確認でき、申立期間②前後の時

期における夫婦二人分の保険料納付は一緒に行われていたとは言えず、申立人

の陳述とは符合しない。 

このほか、申立期間②の保険料を申立人の妻が納付したことを示す関連資料

は無く、申立期間②の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和53年７月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2414 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53年７月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年７月から同年 12月まで 

             ② 平成元年２月から同年 10月まで 

             ③ 平成５年 11月から９年３月まで 

昭和 46 年夏ごろに自宅に来たＡ市役所の集金人から｢国民年金保険料を

支払わないと将来年金がもらえない。｣と言われ、その後夫婦で同市役所の

本庁又はＢ出張所に出向き夫婦二人の国民年金加入手続を行った。その後、

私が夫婦二人分の保険料を集金人あるいは金融機関の外交員に納めていた

と思う(申立期間①)。 

Ｃ市に引っ越し後、主人が住民票の転入手続と一緒に国民年金の手続も行

った。保険料は、自営のＤ店に来ていた金融機関の外交員かあるいは金融機

関の窓口で私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付書により納めていた(申立

期間②及び③)。 

平成７年ごろに夫がＣ市役所に年金額を聞くために出向いた時に、厚生年

金の一時金をもらった期間も含め国民年金の期間を合わせて 25 年間保険料

を納めれば受給資格ができると言われ、その後 25 年間を満たすように夫婦

共に数 10か月の夫婦二人分の保険料を私が納めた(申立期間③)。 

いずれの期間も、私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに納付

済みとされていないことは納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由    

申立期間①については、申立人は夫婦二人の国民年金保険料を一緒に自身が

納付していたとしているところ、申立期間①前後の申立人夫婦の保険料納付日

を確認できる昭和 52 年４月から同年 12月までの期間及び 54年１月から同年



３月についてみると、この期間の保険料はすべて夫婦同一日に納付されている

ことが、申立人夫婦の所持している年金手帳及びＣ市の被保険者名簿より確認

でき、申立人の陳述と符合する。 

また、申立人夫婦共、申立期間①の以前から現年度納付を続けており、６か

月と短期である申立期間①の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間②については、申立人は平成元年１月 25 日にＣ市からＡ市

に、同年７月 18 日にＡ市から再度Ｃ市に住民票を異動していることが戸籍の

附票から確認できるところ、申立人に係るＣ市の国民年金被保険者名簿をみる

と、Ａ市からの転入は職権で行われたことが記されている上、Ａ市では昭和

59 年度ごろ以降の転出者については被保険者名簿を保存することとしている

が、申立人の被保険者名簿は無いとしていることから、国民年金の住所変更手

続が適切に行われなかったために、Ａ市では申立人を被保険者として管理して

おらず、申立人は納付書による保険料納付を行えなかった可能性を否定できな

い。 

次に、申立期間③については、申立人は平成７年ごろに夫がＣ市役所に年金

相談に赴いた時に、担当者から｢厚生年金保険と国民年金のそれぞれの保険料

納付期間を合わせて、25年納付期間があれば年金を受給できる。｣と聞き、25

年間を満たすようにその後も夫婦二人分の保険料を数 10 か月納付したと陳述

しているが、申立期間③直前の平成５年 10 月には申立人の納付済期間は、厚

生年金保険と国民年金の双方の納付済期間を合わせて 30 年８か月となってお

り、申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立期間③は 41 か月と長期間であり、これほどの長期にわたって納

付記録の過誤が継続するとは考え難い。 

このほか、申立期間②及び③の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間②及び③の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和53年７月から同年12月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    昭和 40年代後半に行政機関から保険料未納についてのお知らせが届いた

ので、Ａ市役所の年金課に問い合わせたところ、夫婦共に保険料の未納期間

があり、このままだと将来満額の年金を受け取ることができないため、過去

の未納の保険料を納めるように言われた。私は、夫婦共に未納期間は無いも

のだと思っていたが、保険料を漏れ無く確実に納めたとする証拠や自信も無

かったので、市役所の窓口で納付書を発行してもらい、夫婦二人分の保険料

として８万円ぐらいの金額をＢ郵便局又は市役所内の金融機関で納めた。 

特例納付した時に受け取った夫婦二人分の領収書など当時の資料は、平成

14年＊月＊日の被害で亡失したため、納付時期などについての具体的なこ

とは覚えていないが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年６月１日に連番で払い出

されており、申立人は、申立期間を除き、63 年 10月までの国民年金保険料を

すべて納付しており、保険料の納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人は、特例納付した時期について、昭和 40 年代後半で、申立人

夫婦の二人の子供がいずれも成人前で家族４人同居していた時期であり、また、

当時の現年度保険料の納付方法は既に納付書を使用していたと陳述している

ところ、Ａ市においては、48 年４月から保険料収納方法を納付書方式に変更

しており、申立人夫婦の子供の年齢などからみて、申立期間の保険料を第二回

特例納付実施時期に特例納付したと考えれば、申立内容は当時の制度状況と符

合する。 



さらに、申立人は、Ａ市役所の窓口で特例納付に係る納付書を発行してもら

い、夫婦二人分の保険料として８万円ぐらいの金額を特例納付したと申し立て

ているところ、第二回特例納付実施時期において、申立人夫婦が申立期間の保

険料を一括納付した場合の保険料額８万 6,400円とおおむね一致しており、当

時Ａ市においては、特例納付希望者に対し市役所窓口で特例納付に係る納付書

を発行していたことから、申立内容は、当時の事情と符合している。 

加えて、申立期間当時、申立人夫婦と同居していたその娘は、申立人が特例

納付に係る保険料について市役所で説明を受け、当該保険料を明日にでも郵便

局で納付すると話していたことを記憶していると証言している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    私の国民年金加入手続及び保険料納付は夫に任せていたが、昭和 40年代

後半に行政機関から保険料未納についてのお知らせが届いたので、夫がＡ市

役所の年金課に問い合わせたところ、夫婦共に保険料の未納期間があり、こ

のままだと将来満額の年金を受け取ることができないため、過去の未納の保

険料を納めるように言われた。夫は、夫婦共に未納期間は無いものだと思っ

ていたが、保険料を漏れ無く確実に納めたとする証拠や自信も無かったので、

市役所の窓口で納付書を発行してもらい、夫婦二人分の保険料として８万円

ぐらいの金額をＢ郵便局又は市役所内の金融機関で納めた。 

特例納付した時に受け取った夫婦二人分の領収書など当時の資料は、平成

14年＊月＊日の被害で亡失したため、納付時期などについての具体的なこ

とは覚えていないが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年６月１日に連番で払い出

されており、申立人は、申立期間を除き、平成４年５月までの国民年金保険料

をすべて納付し、夫婦二人分の保険料納付を担っていたとする申立人の夫も同

様に、別途申立期間を除き、昭和 63年 10月までの保険料をすべて納付してお

り、申立人夫婦の保険料の納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人は、特例納付した時期について、昭和 40 年代後半で、申立人

夫婦の二人の子供がいずれも成人前で家族４人同居していた時期であり、また、

当時の現年度保険料の納付方法は既に納付書を使用していたと陳述している

ところ、Ａ市においては、48 年４月から保険料収納方法を納付書方式に変更



しており、申立人夫婦の子供の年齢などからみて、申立期間の保険料を第二回

特例納付実施時期に特例納付したと考えれば、申立内容は当時の制度状況と符

合する。 

さらに、申立人は、その夫がＡ市役所の窓口で特例納付に係る納付書を発行

してもらい、夫婦二人分の保険料として８万円ぐらいの金額を特例納付したと

申し立てているところ、第二回特例納付実施時期において、申立人夫婦が申立

期間の保険料を一括納付した場合の保険料額８万 6,400 円とおおむね一致し

ており、当時Ａ市においては、特例納付希望者に対し市役所窓口で特例納付に

係る納付書を発行していたことから、申立内容は、当時の事情と符合している。 

加えて、申立期間当時、申立人夫婦と同居していたその娘は、申立人が特例

納付に係る保険料について市役所で説明を受け、当該保険料を明日にでも郵便

局で納付すると話していたことを記憶していると証言している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2417 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46年４月から 47年３月までの期間及び平

成 13年 12月（付加保険料を含む。）の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年９月から 43年３月まで 

             ② 昭和 44年１月から 47年３月まで 

③ 昭和 49年１月から同年 12月まで 

④ 平成 13年 12月 

国民年金の加入手続は、婚姻届提出の際、夫の叔父が行ってくれた。加

入手続時期は昭和 37年９月ごろで、加入場所はＡ市役所である。申立期間

①の国民年金保険料については、叔父が納付してくれていた。 

申立期間②及び③の保険料は、私が自宅で集金人に納付した。また、申

立期間④の保険料は、私が納付書に現金を添えて納付した。 

以上の事情にかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②の国民年金保険料について、Ｂ市の集金人に納付して

いたと申し立てているところ、Ｂ市では、集金人による保険料収納を昭和 49

年３月まで行っていたと回答しており、申立内容は当時の制度状況に符合する。 

また、申立人は、Ｂ市の女性集金人に「今ならすべて埋めることができる。」

と言われ、Ｂ市で手続した当初に保険料をまとめて支払ったことがあり、万が

つくような金額ではなかったと思うと陳述しているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は、Ｂ市で昭和 46年 11月 12 日に払い出されていることが確認

でき、国民年金加入当初に同年４月からの現年度保険料をまとめて納付した場

合の金額は 3,600 円であり、当時の制度状況と符合することから、申立人は、

申立期間②のうち、国民年金加入手続を行った昭和 46 年度の保険料から現年



度納付し始めたものと考えるのが自然である。 

次に、申立期間④については、申立人は、申立期間④を含む前後の期間の国

民年金保険料納付方法について、付加保険料を含み口座振替を利用しているこ

とが確認できるが、Ｃ市の収滞納一覧表を見ると、申立期間④と同じ年度であ

る平成 13年度において、平成 13年５月から同年７月まで及び同年 10月の保

険料について、付加保険料を含み口座振替によらず現年度納付されていること

が確認できることから、口座振替不能となった場合、市役所から送付されてく

る納付書により現年度で保険料を納付したことが推認できる。 

また、申立人は、昭和 50年１月以降、平成 14年９月までの保険料について、

申立期間④の１か月を除き完納し、４年８月以降は付加保険料を併せて納付し

ており、当時保険料納付意識が高かった申立人が、申立期間④の１か月分のみ

納付しないまま放置しておくものとは考え難い。 

一方、申立人は、申立人の夫の叔父が、昭和 37 年９月ごろにＡ市役所で申

立人の国民年金加入手続を行ったと申し立てているが、国民年金手帳記号番号

払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は 46年 11月 12 日にＢ市で

払い出されていることが確認でき、申立内容と符合しないほか、この手帳記号

番号によっては、申立期間①及び申立期間②のうち、同年３月以前の保険料を

現年度納付することはできず、申立期間①及び申立期間②のうち、44 年９月

以前の保険料は制度上過年度納付することもできない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索などを

行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる

事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、申立期間②について、Ｂ市の女性集金人に国民年金手続

当初に国民年金保険料をまとめて支払ったことがあったと陳述しているが、Ｂ

市の集金人は、過年度保険料を収納することはなかったため、申立期間②のう

ち、昭和 46年３月以前の保険料を納付したものとは考え難い。 

次に、申立期間③については、その直後の期間である昭和 50年１月から 52

年３月までの保険料をＢ市からＤ市へ転居後の同年７月及び同年 12 月に過年

度納付していることが確認できることから、当時さかのぼって納付することが

できる保険料のみ納付したものと推認でき、申立期間③の保険料を納付したも

のとは考え難い。このほか、申立人から申立期間③の保険料を納付した事情を

汲み取ろうとしても、新たな周辺事情等は見いだすことができなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和46年４月から47年３月までの期間及び平成13年12月（付加保険料を含む。）

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2418 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 38年３月までの期間及び 41年４月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 38年３月まで 

           ② 昭和 41年４月から同年 10月まで 

私は、高校卒業後、住み込みで働いていたＡ店の事業主に勧められ、国民

年金の加入手続を行った。 

その後退職し、昭和 37年１月に転居して夫と同居し始めたころ、知人の

女性が国民年金保険料の徴収をすることになり、最初の訪問先が私のところ

であった。保険料を納付し始めたころは年金手帳が無かったので、知人の女

性集金人が領収証のような紙に印紙を貼
は

り、割印を押していたのを覚えてい

る。申立期間①の保険料が未納とされていることは納得できない。 

また、昭和 38年の春にＢ市へ転居してからは、Ｂ市の女性集金人に保険

料を納付し、年金手帳に印を押してもらっていた。41年 10月ごろ、その女

性集金人から、Ｃ県に転居するため今後は集金に来ることができないと挨拶

があり、その後、私も次女の出産もあってしばらく保険料を納付しなかった

時期はあったが、申立期間②の保険料は間違いなく納付しており、未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入した昭和 36 年４月から、申立期間①、②及び合

算対象期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付意識が

高いものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間①当時、事業主に預けていた国民年金手帳を返し

てもらえなかったため、国民年金手帳が再交付されるまでの間、保険料を納付

した際、知人の女性集金人が領収証書のような紙に印紙を貼
は

り割印を押してい



たと申し立てているところ、当時、Ｄ市においては、国民年金手帳の交付が遅

れた場合などに、集金人が仮の検認台紙に印紙を貼付
ちょうふ

する収納方法がとられて

いたことがあり、申立内容と符合する。 

さらに、申立人は、知人の女性集金人の息子と職場の同僚であったことから、

女性集金人の名前や保険料徴収を行うようになったいきさつ、当時の会話等を

具体的に記憶しており、陳述内容に不自然な点はみられない。 

次に、申立期間②について、申立人は、昭和 38 年の春にＢ市に転居してか

らは、集金人に保険料を納付し、年金手帳に印を押してもらっていたと申し立

てているところ、当時Ｂ市における保険料収納方法は印紙検認方式であり、申

立内容と符合する。 

また、申立人は、昭和 41年 10月ごろ、Ｂ市の女性集金人が集金に来られな

くなる旨挨拶に訪れた時、次女の出産後は内職の収入が無くなるので、今後保

険料を納付しない旨を伝えたと陳述しているところ、社会保険庁の記録をみる

と、同年 11 月に国民年金被保険者資格を喪失していることが確認でき、申立

内容と符合する。 

さらに、Ｂ市の保管する申立人の納付記録をみると、昭和 38年４月から 41

年３月までの期間の保険料は納付済みとされており、申立期間②当時、申立人

の生活状況に変化がみられないことから、同年 11 月に国民年金被保険者資格

を喪失するまで、申立人はＢ市の女性集金人に保険料を現年度納付していたと

考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2419 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年９月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年９月 

私は、平成９年３月末で会社を退職した。翌月にＡ市役所の国民年金窓口

で、妻が夫婦二人分の国民年金加入手続を行った。また、14 年４月に口座

振替に変更するまでは、妻が郵送されてきた納付書によりいつも夫婦二人分

の保険料をＡ銀行Ｂ支店の窓口で納付していた。申立期間の保険料について、

督促状又は納付書は届いていないと記憶している。夫婦二人分の保険料を納

付していた妻は、申立期間の保険料が納付済みとされているのに、私の分だ

け未納とされていることは納得できない。 

                                                          

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の１か月を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、

申立人の保険料納付を担っていたとする申立人の妻は、国民年金加入全期間の

保険料を完納しており、保険料の納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人及びその妻の納付記録をみると、申立人が国民年金に加入した

平成９年４月から 16 年４月までの期間において、申立期間を除き、保険料を

同一日に納付していることが確認できる。 

さらに、申立人及びその妻の納付記録をみると、申立期間の保険料について、

夫婦共に平成 14 年６月 13 日に納付書が発行されており、申立人の妻は、15

年２月３日に納付している記録が確認でき、保険料納付意識が極めて高い申立

人の妻が、自分の保険料のみ納付して、申立人の保険料を納付しなかったもの

とは考え難く、その後、納付督促事蹟
じ せ き

や催告状・集合徴収発行事蹟
じ せ き

も残されて

いない。 

加えて、申立人の妻は、申立期間の国民年金保険料は１万 3,300 円であり、

納付書により銀行で納付したと陳述しているところ、申立期間の保険料は１万

3,300円で一致し、納付方法も当時の事情と符合する。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



 

大阪国民年金 事案 2420 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年 12月から 37年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 16年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 36年 12月から 37年３月まで 

② 昭和 44 年２月から 46 年 12 月まで 

20歳になってすぐに国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を納め始 

めた。当時の保険料額は１か月 100円だったことを覚えている。申立期間①

の保険料が未納とされていることは納得できない。 

申立期間②については、当時、子供がまだ小さいころだったので、集金人

に毎月来てもらって保険料を納付していた。領収印が押されている年金手帳

は、老齢年金裁定手続を行った際、回収されたので残っていないが、将来を

楽しみに保険料をずっと納付していたので、途中で納付しないことは考えら

れない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間以外の国民年金加入期間については、保険料をすべて納

付している。 

また、申立人は、20 歳になってすぐに国民年金加入手続を行ったと申し立

てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 37年１月 31日に払い

出されており、申立内容と符合するほか、申立期間①の保険料額について、１

か月 100 円であったと申し立てているところ、当時の保険料額は１か月 100

円であり、申立内容と一致する。 

さらに、申立人に、昭和 37年１月 31日に国民年金手帳記号番号が払い出さ

れており、同年４月以降の保険料は納付済みとされていることから、保険料を

納付する意思をもって、20 歳になってすぐに国民年金加入手続を行った申立



人が、20歳から保険料を納付し始めなかったものとは考え難い。 

一方、申立人は、申立期間②について、毎月集金人に保険料を現年度納付し

ていたと申し立てているが、申立人の特殊台帳及び被保険者台帳を見ると、申

立期間②直後の昭和 47年１月から 48年３月までの保険料を 49年４月 20日に

過年度納付するとともに、同日に 48年４月から 49年３月までの保険料を一括

して現年度納付している記録が確認でき、申立内容と符合しない。 

また、申立期間②直前の期間である昭和 43年１月から 44年１月までの期間

は厚生年金保険加入期間とされているが、この記録が現在の基礎年金番号に統

合されたのは、平成９年６月 13日であることからみて、昭和 43年１月８日に

厚生年金保険に加入したのを契機に国民年金保険料の納付をいったん止めた

のち、49年４月 20日に、その時点でさかのぼって納付することができる最大

限の期間の保険料を過年度納付し、現年度納付を再開したものと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 36年 12月から 37 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



 

大阪国民年金 事案 2421 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から同年 12月まで                    

    私は、昭和 40 年７月に地方からＡ県の叔父のところに出て来て、仕事を

手伝うようになった。その時から国民年金に加入し、保険料を集金人に支払

っていた。43年 10月に結婚し、夫が引っ越して来て叔父の仕事を手伝い始

めてからは、夫の保険料も併せて、私が一緒に夫婦二人分を支払ってきたの

に、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年７月に国民年金に加入して以来、申立期間を除き、国

民年金保険料を完納しており、記録が確認できる昭和 43年度及び昭和 47年４

月以降の保険料はすべて現年度で納付されていることから、納付意識が高かっ

たものと考えられる。 

また、申立期間は６か月と短期間である上、申立期間前後の保険料は、現年

度納付されており、申立人もその前後を通じて住所や収入など保険料納付に係

る状況に特段の変化は無かったと陳述している。 

さらに、申立期間当時のＢ市における保険料徴収方法は、集金人による印紙

検認方式であり、集金人に納付していたとの申立内容と符合する上、年度途中

に未納があれば、次回納付時に申立人及び集金人が年金手帳を見て気が付くと

考えるのが自然である。 

加えて、申立人は夫の加入手続をし、保険料納付を行っていたと陳述してお

り、その夫の記録をみると、昭和 43年 10月に申立人と結婚して以来未納が無

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



 

大阪国民年金 事案 2422 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年９月まで 

私は、昭和 47年ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行った。その後、

市役所の担当者から付加年金を勧められたので、付加保険料も併せて納付す

ることにした。当時の保険料は１か月 500円ぐらいで、付加保険料はそれよ

り安かったと思う。加入して間もない時期での未納とされていることは考え

られない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47年 11月に国民年金に任意加入し、申立期間を除き、保険

料をすべて納付しており、納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立期間は６か月と短期間である上、前後の期間は付加保険料を含め

て納付済みであり、かつ、申立人は、その前後の期間を通じて、住所変更や生

活状況等に特段の変化は無かったと陳述している。 

さらに、申立人の記憶する保険料額及び付加保険料額は、当時の金額とおお

むね一致している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から同年９月までの期間、49年４月から同年６月ま

での期間及び同年 10 月から同年 12月まで期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 49年４月から同年６月まで 

             ③ 昭和 49年 10月から同年 12月まで 

    私の妻が夫婦二人分の国民年金加入手続と国民年金保険料の納付を行っ

ていたので、私自身は保険料の納付に関与していないが、妻は夫婦二人分の

保険料をすべて納付しているはずであり、申立期間①、②及び③の保険料が

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと申し立て

ている。 

そこで、申立人及びその妻の納付状況をみると、申立人の保険料は、申立期

間①から③までを除き、すべて納付されている上、申立人の妻の国民年金加入

期間の保険料もすべて納付済みとなっており、申立期間①から③までの保険料

を納付したとする申立人の妻の納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立期間①は６か月、申立期間②及び③はそれぞれ３か月といずれも

短期間である上、それぞれの申立期間前後の保険料は納付済みであり、申立期

間の前後を通じて、申立人の住所に変更は無く、申立人は、仕事など生活状況

に大きな変化は無かったとしていることから、納付意識の高い申立人の妻が申

立期間①、②及び③の保険料を納付していたとみても不自然ではない。 

さらに、申立期間②及び③については、一緒に夫婦二人分の保険料を納付し

ていたとする申立人の妻の同一期間の保険料は納付済みである。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年７月から同年９月まで 

    私が結婚する昭和 48 年５月まで、両親が私の国民年金保険料を納付して

くれていたが、結婚してＡ市に転居した際に、私自身が市役所で国民年金の

住所変更手続を行うとともに、同年６月分の保険料を納付した。 

その後、私自身が自宅に郵送されて来る納付書により市役所又は銀行で

保険料を納付していたので、申立期間の保険料が未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付済みである上、昭

和 52 年１月から平成 15 年２月までの期間及び同年４月から 19年３月までの

期間の保険料は、付加保険料も納付済みであり、申立人の納付意識が高かった

ものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間直前の昭和 48 年６月及び申立期間直後の同年

10 月から 49 年９月までの期間について、Ａ市の納付書方式の領収書を保有

しており、申立人の陳述と符合している。 

さらに、申立期間は３か月と短期間であり、申立期間前後の保険料は納付

済みである上、申立期間の前後を通じ、申立人は、その夫の仕事など生活状

況に変化は無かったとしていることから、納付意識の高かった申立人が申立

期間の保険料を納付していたとみても不自然ではない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 
 

 



大阪厚生年金 事案 3254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係るＡ社における資格喪失日は、昭和 54年 10 月 16日で

あると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 54 年６月及び同年７月に

ついては 17万円、同年８月及び９月については 19万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年６月 30日から同年 10月 16日まで 

私は、昭和 51 年 10 月 21 日にＡ社へ入社し、54 年 10 月に関連会社であ

るＢ社へ移籍したが、その間に空白期間は無く、業務も何ら変化無く行われ

ていたのに、厚生年金保険の記録に４か月間の空白期間があることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が申立期間に、Ａ社に勤務していたことが認め

られる。 

また、申立人は申立期間も従前と業務内容に変化は無く、通常どおりに勤務

していたと陳述しており、さらに、申立期間に係る昭和 54 年７月分から同年

10 月分までの給与支給明細書から、申立期間に係る厚生年金保険料が給与か

ら控除されていることが認められる。 

他方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみ

ると、被保険者資格の喪失届は、当該事実発生から５日以内に行うことになっ

ているところ、申立人及び同僚 111 名のＡ社における資格喪失日は昭和 54 年

６月 30 日であるにもかかわらず、当該資格喪失の処理は同社が厚生年金保険

の適用事業所で無くなった日である同年11月26日より後の同年11月27日（申

立人の喪失の処理日）及び同年 12月 27日付けで行われていることが確認でき

る。 



また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、申立人は、昭和 54 年８月に標準報酬月額の随時改定の記録があるが、

資格喪失の届出が行われた同年11月27日付けで当該随時改定の記録も取り消

されており、上記同僚 111 名についても、同年 10 月の定時決定の記録若しく

は随時改定の記録が同日及び同年12月27日付けで取り消されていることが確

認できる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、昭和 54年６月 30日に資格を喪

失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なも

のとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記録におけ

る離職日の翌日である同年 10月 16日であると認められる。 

また、申立期間のうち、昭和 54年６月及び７月の標準報酬月額については、

同年５月の資格喪失時の記録から 17 万円、同年８月及び同年９月の標準報酬

月額については、厚生年金保険被保険者名簿において、さかのぼって取り消さ

れた同年８月の随時改定時の記録から、19万円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 3255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 48 年２月

１日）及び資格取得日（同年４月９日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額

を６万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名： 男 

    基礎年金番号：  

       生 年 月 日： 昭和 21年生 

    住    所：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 昭和 48年２月１日から同年４月９日まで 

    私は、昭和 45 年８月６日にＡ社に入社し、Ｂ支社で２か月間の研修を受

けた後に同社Ｃ営業所に配属となり、58年２月 20日まで継続して勤務して

いた。しかし、社会保険庁の記録では 48 年２月１日から同年４月９日まで

の期間が厚生年金保険に未加入とされている。 

申立期間について給与から厚生年金保険料を控除されていたので、未加入

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における在職については、雇用保険の被保険者記録及び同社の

元事業主の陳述により、申立人が昭和 45 年８月６日から 58 年２月 20 日まで

同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、同社Ｃ営業所に勤務していた二人の同僚は、同社での厚生年金保険加

入記録に欠落はみられず、申立人は申立期間において勤務しており、業務内容

や職種に変化は無かったと陳述している。さらに、同社の元事業主は、在職し

ている者については給与から厚生年金保険料を源泉控除していたと陳述して

いる。 

以上の事情により、申立人は申立期間において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと考えるのが相当である。 

    また、申立期間の標準報酬月額については、同社の被保険者名簿の昭和 48



年１月の記録から、６万 4,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と陳述しているが、事業主からの届出が無いにもかかわらず、社会保

険事務所が誤って資格喪失日を昭和 48 年２月１日、資格取得日を同年４月９

日と処理したとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおり資

格の喪失及び資格の取得の届出を行い、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年２月から同年３月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入すべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



大阪国民年金 事案 2425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    私は昭和 36 年 10 月ごろから妻と同居を始め、37 年３月に結婚式を挙げ

るまでの間に、既に国民年金に加入していた妻が、当時未加入であった私の

国民年金の加入手続を区役所で行ってくれ、その時点で未納となっていた保

険料を一括して納付したと聞いている。その後は、妻が自宅に来ていた集金

人に夫婦二人分の保険料を納付していたはずである。 

申立期間について妻の保険料は納付済みとなっているのに、私の保険料が

未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、妻と同居を始めた昭和 36 年 10 月ごろから結婚式を挙げた 37 年

３月までの間に、妻が国民年金加入手続を行ってくれたと申し立てているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の払出日の記録から 41 年ごろに払い

出されたことが推定でき、この手帳記号番号によっては、申立期間のうち、38

年 12月までの国民年金保険料は時効により制度上納付することができない。 

また、申立人は、妻が区役所で申立人の国民年金加入手続を行った際に、未

納保険料を一括納付し、その後は妻が集金人に保険料を納付していたと申し立

てているが、昭和 41 年ごろに払い出された手帳記号番号によっては、申立期

間のうち、39 年１月以降の保険料は過年度保険料となるため、区役所又は集

金人に支払ったとする申立内容と符合しない。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査や氏名検索を行ったが、申

立人についてほかの手帳記号番号が払い出された形跡や事情は見当たらなか

った。 

さらに、Ａ区役所の国民年金被保険者名簿をみると、同名簿においても申立



期間の保険料が未納となっている記録が確認できる。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2426 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年１月から 62年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年１月から 62年６月まで 

私は昭和 48年７月に会社を退職した後、自営業を営んでいたが、将来に 

不安を感じたので国民年金に加入することにした。加入時期についてはよく

覚えていないが、妻が加入手続をしてくれ、加入後は、妻が私の国民年金保

険料を自身の分と一緒に夫婦二人分を納付してくれていた。 

申立期間の保険料については、当時の確定申告書の控えにより、社会保険

料控除の欄に国民年金保険料分が計上されていることから少なくとも当該

期間の保険料は納付されているはずであるが、社会保険事務所の記録では未

納とされており納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料は国民年金加入手続後に妻が自身の分と一緒に

夫婦二人分を納付していたと申し立てているが、国民年金手帳記号番号払出簿

により申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間後の昭和 63年９月 12日に

払い出されていることが確認でき、この手帳記号番号によっては申立期間のう

ち、60 年 12 月以前の保険料については時効により納付することができない。

また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査によっても申立人に別の手帳記

号番号が払い出された形跡、事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付は妻が行っていたと

しており、自身は直接関与しておらず、その妻も、申立人の国民年金加入手続

は会社を退職後すぐには行わなかったと陳述しており、加入手続の時期及び保

険料納付の開始時期についての記憶はあいまいである。このほか、申立人及び

その妻から申立期間の保険料納付をめぐる事情を汲み取ろうとしても新たな

事情等を見いだすことはできなかった。 



加えて、社会保険庁の記録により、申立期間直後の昭和 62 年７月から 63

年７月までの保険料は過年度納付により納付されており、このうち同年４月か

ら同年７月までの保険料は、平成２年５月から同年８月までの間に１月分ずつ

毎月納付されていることが確認できることから、申立人は、この期間の保険料

について、さかのぼって納付することができる月までの保険料を毎月納付して

いたことがうかがわれる。 

なお、申立人から提出された確定申告書控えを見ると、申立期間の各年の社

会保険料控除額（国民年金分）がいずれも一人分となっているところ、申立人

の妻の専従者給与額は 90 万円以下で非課税の範囲内であるため、確定申告書

控えに記載されている保険料額はこの期間の保険料を完納している妻の保険

料に係るものであると考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2427 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年５月から 48年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 38年５月から 48年 12月まで 

       私は、申立期間当時勤務していたＡ社があったＢ組織の会議室で国民年金

の加入手続を行った上、20歳から未納にしていた保険料を納付した。私は、

20歳の時は既に働いており、昭和 45年８月までは厚生年金保険に加入して

いたが、担当者から重複した期間分は上乗せして年金を受給できると聞いた。 

納付した時期や金額は忘れてしまったが、当時 20 歳から未納だった国民

年金保険料を一括で納付したと思っているので調べてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を行った際、20 歳からの未納保険料をさか

のぼって一括納付したと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿

により申立人の手帳記号番号が昭和51年６月10日に払い出されていることが

確認できることから、この手帳記号番号によっては申立期間の保険料は特例納

付によってしか納付できないが、この時期は特例納付が可能な時期では無く、

申立内容と符合しない。 

また、申立人は申立期間の保険料をＢ組織の会議室で一括納付したと申し立

てているが、特例納付は社会保険事務所又は金融機関において納付書により納

付することとされており、申立内容は収納制度と符合しない。 

さらに、申立人の特殊台帳により、申立人は手帳記号番号が払い出された半

年後の昭和 51年 12月に、時効が到来していなかった 49年１月から 51年３月

までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、申立人は過年

度納付が可能な期間の保険料を一括納付したとみるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年３月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月から 40年３月まで 

私の昭和 37 年３月から 40 年３月までの国民年金保険料が未納とされて

いるが、37 年３月ごろ、母親が私の国民年金加入手続をＡ区役所で行い、

私が 40年５月に実家からＢ区に転居するまでの期間の私の保険料を納付し

てくれたはずである。 

私の母親は、私の姉と弟の 20歳からの保険料も納付していたはずであり、

私の申立期間の保険料だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37 年３月ごろ、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手

続を行うとともに、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたと申し立て

ている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の手帳

記号番号の払出日は昭和 40 年５月 10 日であることが、国民年金手帳記号番

号払出簿により確認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間の一部は、

制度上保険料を納付できない期間である。 

また、申立人自身は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付に関

与しておらず、申立期間当時の国民年金加入状況、保険料納付状況等は不明

である上、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる関連資料や周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の姉は昭和 61 年４月１日に国民年金の第３号被保険者資格

を取得するまで国民年金に加入していないことが申立人の姉の陳述及び社会

保険庁の記録により確認できるとともに、申立人の弟の保険料については、

42年２月から 50年３月まで未納であることが社会保険庁の記録により確認で



き、申立人の姉及び弟の 20歳到達時からの保険料を母親が納付していたとす

る申立人の主張とは符合しない。 

加えて、手帳記号番号払出簿の確認及び複数の読み方による氏名検索を行っ

たが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和７年生 

        住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年３月まで 

私は、昭和 38 年７月ごろ、自宅に来た市職員から、国民年金に加入する

ように妻が勧められ、私たち夫婦二人の国民年金の加入手続を妻が行い、３

か月ごとに自宅に集金に来てくれる市職員に私たち夫婦二人分の国民年金

保険料を妻が現金で納付していたと、妻から聞いている。 

私と妻の所持している国民年金手帳の昭和 38 年度検認記録欄には検認印

が無いが、印紙検認台紙は割印されて切り取られている。昭和 36 年度及び

37 年度についてはこの割印が無く、38 年度に割印が有るのは、保険料を納

付していたからだと思う。 

保険料は、昭和 38 年４月分から納付を始めたはずなのに、申立期間が未

納とされているのは納得できない。申立期間は、保険料を必ず納付している

ので納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自宅に集金に来るＡ市の職員に、昭和 38 年４月からの夫婦二人

分の国民年金保険料を申立人の妻が納付していたと、その妻から聞いている､

また、申立期間の保険料を納付していたからこそ、自身及びその妻が所持する

国民年金手帳の昭和 38 年度印紙検認記録欄には検認印が無いものの割印され

た上で印紙検認台紙が切り取られていると申し立てている。 

しかしながら、国民年金手帳を用いて印紙検認による保険料収納が行われて

いた当時、市町村は制度上、保険料が納付された場合、国民年金手帳の印紙検

認台紙（右項）の該当の納付月欄に国民年金印紙を貼付
ちょうふ

し、この印紙を検認印

により消し込み、さらに同手帳の検認記録欄（左項）の当該納付月欄に検認印

を押すとともに、検認台紙は年度経過後、保険料の納付が無くても割印の上、

切り取り回収する取扱いを行うこととされており、申立期間の保険料を収納し

たとされるＡ市においても、申立期間当時、国民年金保険料の収納に当たって



上述の取扱いを行っていたとしている。 

また、申立人及びその妻が所持する国民年金手帳の昭和 38 年度の印紙検認

記録欄と印紙検認台帳との割印の日付は、昭和 39年５月 17日と記されている

ところ、市町村では通常、現年度保険料のみを収納しており、Ａ市でも、当年

度の保険料収納に係る印紙検認は、同年４月末以降には行っていなかったとし

ている。 

さらに、申立人に係る特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者台帳に申立期間

の保険料が過年度納付された事蹟
じ せ き

は無かった。 

加えて、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、ほ

かに申立人の申立期間に係る保険料が納付されていたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当

たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 12年生 

        住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年３月まで 

私は、昭和 38 年７月ごろ、自宅に来た市職員から、国民年金に加入する

ように勧められ、私が私と夫の国民年金の加入手続を一緒に行い、私が３か

月ごとに自宅に集金に来てくれる市職員に私と夫の夫婦二人分の国民年金

保険料を現金で納付していた。 

私と夫の所持している国民年金手帳の昭和 38 年度印紙検認記録欄には検

認印が無いが、印紙検認台紙は割印されて切り取られている。36 年度及び

37 年度についてはこの割印が無く、38 年度に割印が有るのは、保険料を納

付していたからだと思う。 

保険料は、昭和 38 年４月分から納付を始めたはずなのに、申立期間が未

納とされているのは納得できない。申立期間は、保険料を必ず納付している

ので、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自宅に集金に来るＡ市の職員に、昭和 38 年４月からの夫婦二人

分の国民年金保険料を自身が納付していた、また、申立期間の保険料を納付し

ていたからこそ、自身及びその夫が所持する国民年金手帳の昭和 38 年度印紙

検認記録欄には検認印が無いものの、割印された上で印紙検認台紙が切り取ら

れていると申し立てている。 

しかしながら、国民年金手帳を用いて印紙検認による保険料収納が行われて

いた当時、市町村は制度上、保険料が納付された場合、国民年金手帳の印紙検

認台紙（右項）の該当の納付月欄に国民年金印紙を貼付
ちょうふ

し、この印紙を検認印

により消し込み、さらに同手帳の検認記録欄（左項）の当該納付月欄に検認印

を押すとともに、検認台紙は、年度経過後は保険料の納付が無くても割印の上、

切り取り回収する取扱いを行うこととされており、申立期間の保険料を収納し

たとされるＡ市においても、申立期間当時、保険料の収納に当たって上述の取



扱いを行っていたとしている。 

また、申立人及びその夫が所持する国民年金手帳の昭和 38 年度の印紙検認

記録欄と印紙検認台帳との割印の日付は、昭和 39年５月 17日と記されている

ところ、市町村では通常、現年度保険料のみを収納しており、Ａ市でも、当年

度の保険料収納に係る印紙検認は、同年４月末以降には行っていなかったとし

ている。 

さらに、申立人に係る特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者台帳に申立期間

の保険料が過年度納付された事蹟
じ せ き

は無かった。 

加えて、申立人の申立期間に係る保険料が納付されていたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、保険料納付をうかがわせる周辺事情

も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2431 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年５月までの期間及び同年 11月から 41年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

       氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年５月まで 

             ② 昭和 37年 11月から 41年３月まで 

私は、昭和 36 年４月ごろ、当時勤めていたＡ市のＢ店に来た役所の人に

勧誘されて国民年金に加入し、その後２か月ないし３か月に一度職場のＢ店

に来る集金人に、月額 100円の国民年金保険料を３か月分ぐらいまとめて支

払っていた。 

ただし、そのＢ店が建て替えにより営業できなくなった昭和 37 年６月か

ら同年 10 月までの間は、ほかのＣ店において働くことになり、そのＣ店オ

ーナーが経営していた会社で厚生年金保険を掛けてくれた。 

それなのに、上記の厚生年金保険を除く、昭和 36年４月から 37年５月ま

での期間（申立期間①）及び同年 11月から 41年３月まで（申立期間②）の

期間（申立期間②）の保険料が未納と記録されているのは、納得がいかない。

申立期間①及び②はいずれも保険料を納付していたものと認めてほしい。                       

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月ごろ国民年金に加入し、その後は勤務していたＡ

市のＢ店において、２か月ないし３か月に１度まとめて集金人に国民年金保険

料約 300円を納付していたと申し立てている。 

ところで、国民年金の被保険者は、制度上、国民年金手帳記号番号の払い出

し後でなければ保険料を現年度納付することができないところ、申立人の国民

年金手帳記号番号（基礎年金番号に統合前のもの）は、昭和 41 年８月に夫婦

連番で払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき

る。 

しかし、この手帳記号番号では、制度上、申立期間②の一部の期間について

は保険料を現年度納付することができず、また、申立期間①のすべての期間及

び申立期間②の残りの期間については、既に保険料を納付することもできない。 



そこで、申立人に対して上述の手帳記号番号以外の手帳記号番号が存在する

可能性について、氏名別読みによる検索及び各申立期間に係る手帳記号番号払

出簿の内容を調査、確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出さ

れていることをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

また、申立人は、毎月職場に来る集金人に対して２か月ないし３か月分の保

険料をまとめて納付していたと陳述しているところ、申立期間①と②の間に挟

まれた厚生年金保険と各申立期間に係る国民年金との切替えに伴う被保険者

資格の取得及び喪失の手続や、申立期間②の途中における転居に伴う国民年金

の住所変更手続に関する申立人の記憶は、あいまいである。 

このほかに、申立期間①及び②に係る保険料が納付されていたことを示す資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、これらの期間に係る保険料納付をう

かがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年４月から 46年 12月までの国民年金保険料及び付加保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 46年 12月まで 

    私は、昭和 39 年４月に厚生年金保険のある会社を退職した後、Ａ市役所

で夫婦共に国民健康保険と一緒に国民年金にも加入した。 

保険料は妻が集金人に夫婦二人分を納めていたが、加入後しばらくして、

集金人から付加年金にも入った方が将来多く年金がもらえるからと勧めら

れ付加保険料も納めるようになった。 

Ｂ市に引っ越してからは、家のローンなどもあり保険料を納めていなか

ったのは承知しているが、Ａ市で納めたはずの国民年金保険料と付加保険

料がすべて未納とされていることは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年４月に厚生年金保険適用事業所を退社後、夫婦共に国

民年金に加入し、その後時期は不明であるが付加年金にも加入し、46年 12月

まで国民年金保険料及び付加保険料を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の払出日をみると、昭和 51 年

９月に夫婦連番で払い出されていることが確認できるが、払出日からすると、

申立期間については、制度上国民年金保険料を納付することはできない。 

また、夫婦二人分の保険料を納付していたとするところ、妻にあっても申立

期間は未納となっている。 

さらに､国民年金及び付加年金への加入手続を行ったとする申立人の記憶は

曖昧
あいまい

であり、また、集金人に保険料を納付していたとする妻は、付加保険料額

について､夫婦二人分で 500 円未満であったと陳述しているところ､付加年金

制度が実施された昭和 45年 10月から 46年 12月までの付加保険料額は夫婦二

人分で 700円であり、陳述と符合しない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、手帳記号番

号払出簿の縦覧検索を行うとともに、氏名の別読検索等を行ったが、その存在



をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料及び付加保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると､申立人が申立期間の国民年金保

険料及び付加保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年４月から 46年 12月までの国民年金保険料及び付加保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 46年 12月まで 

    私は、昭和 39 年４月に夫が厚生年金保険のある会社を退職した後、Ａ市

役所で夫婦共に国民健康保険と一緒に国民年金にも加入した。 

保険料は私が集金人に夫婦二人分を納めていたが、加入後しばらくして、

集金人から付加年金にも入った方が将来多く年金がもらえるからと勧めら

れ付加保険料も納めるようになった。 

Ｂ市に引っ越してからは、家のローンなどもあり保険料を納めていなかっ

たのは承知しているが、Ａ市で納めたはずの国民年金保険料と付加保険料が

すべて未納とされていることには納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年４月に夫が厚生年金保険適用事業所を退社後、夫婦共

に国民年金に加入し、その後時期は不明であるが付加年金にも加入し、46 年

12月まで国民年金保険料及び付加保険料を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号の払出日をみると、昭和 51 年

９月に夫婦連番で払い出されていることが確認できるが、払出日からすると、

申立期間については、制度上国民年金保険料を納付することはできない。 

また、夫婦二人分の保険料を納付していたとするところ、夫にあっても申立

期間は未納となっている。 

さらに､国民年金及び付加年金への加入手続を行ったとする夫の記憶は曖昧
あいまい

であり、また、集金人に保険料を納付していたとする申立人は、付加保険料額

について､夫婦二人分で 500 円未満であったと陳述しているところ､付加年金

制度が実施された昭和 45年 10月から 46年 12月までの付加保険料額は二人分

で 700円であり、陳述と符合しない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、手帳記号番

号払出簿の縦覧検索を行うとともに、氏名の別読検索等を行ったが、その存在



をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

   このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料及び付加保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると､申立人が申立期間の国民年金保

険料及び付加保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2434 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 57年３月まで 

Ａ市に住んでいたころ、昭和 50年度に免除申請の手続をしてから 52年度

まで自動的に免除になっていたので、Ｂ市に転居した後の 53 年度も引き続

き免除になっていると思っていた。 

昭和 54 年度からは生活が安定したため、Ｃ市役所の窓口で国民年金保険

料を納付していた。 

昭和 57 年４月ごろＣ市役所の年金課で、53 年４月から 57 年３月までの

期間の国民年金保険料が未納になっていることが分かり、市の職員に未納期

間分についての納付方法を教えてもらった。 

昭和53年度及び54年度の保険料は既に支払うことはできないと言われた

ため、55年度及び 56年度の保険料をさかのぼって支払うことにした。一括

で支払うとまとまった金額になるため、過年度保険料として２か月分と当月

分の保険料を昭和 57年４月から毎月Ｃ市役所の窓口で支払い始めた。 

さかのぼって納付した記憶があるため、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 53年度についてみると、申立人は、50年度に免除申 

請の手続を行うことにより、同年度から 52 年度までの３年間が継続して免除

期間として取り扱われていたことから、53 年度についても引き続き同様の取

扱いがなされると思い、何ら免除申請の手続は行わなかったと陳述している。

また、この期間について、54 年度に催告がなされていることが特殊台帳より

確認できるが、申立人は催告を受けた記憶も無いとしていることから、53 年

度については免除期間としての取扱いはなされず、保険料も納付されなかった

ものとみるのが相当である。 

次に、昭和 54年度から 56年度までの期間について、申立人は、Ｃ市で保険

料を現年度納付していたと陳述しているところ、申立人がＣ市において国民年

金の変更手続を行ったのは昭和 57年９月 27日であることが申立人の所持する



年金手帳から確認でき、この場合、この期間の保険料をＣ市において現年度納

付することはできず、申立人の陳述と符合しない。 

また、申立人は、昭和 57 年４月ごろにＣ市において、この期間の保険料が

未納であることを知らされ、さかのぼって納付することが可能な昭和 55 年度

及び 56 年度の保険料については、毎月の現年度保険料の納付に併せて、過年

度保険料として２か月分ずつＣ市で納付したと陳述しているところ、Ｃ市では

過年度保険料の収納事務は行っていなかった上、その納付に際して社会保険庁

の納付書は発行されていなかったとするなど、申立人の陳述の不自然さは否め

ない。 

さらに、過年度保険料の納付に際しては、社会保険事務所の納付書によるこ

ととなり、申立人の納付書によることなく保険料を納付したとする陳述は不自

然である上、その納付金額は現年度保険料と合わせて１万 2,760 円から１万

4,220 円までの額となり、２万円程度であったとする申立人の陳述とは符合し

ない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、氏名の

別読検索等を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から平成２年３月まで          

    昭和 59年に、父又は母がＡ市役所で国民年金の加入手続をしてくれた。 

保険料は母が毎月、Ａ市のＢ郵便局で納付書により納付していたが、平成

９年４月 28 日にＣ市役所より未納期間があるとの連絡を受け、同日に未納

となっているすべての保険料を納付した。 

私も郵便局での支払いに一緒に行ったこともあり、保険料を支払う母の姿

も見ていたので、未納とされていることに納得できない。    

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年６月以降、国民年金保険料は母が市内の郵便局で納付

書により納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日をみると、申立人の手帳記

号番号の前後の任意加入者の払出日から、申立人の手帳記号番号の払出日は平

成２年９月８日から３年３月１日までの間と推察されることから、この手帳記

号番号では申立期間のうち、少なくとも昭和 59年６月から 63年６月までの期

間の保険料については、制度上納付することができない。 

また、申立人はＣ市役所から保険料の未納の連絡があり全額納付したとして

いるところ、Ｃ市に居住していた時期からすると、申立期間の保険料は制度上

納付できない期間となるため、市役所及び社会保険事務所を問わず未納の通知

を行うことは無いと考えられ、また、申立人はＣ市役所からの平成８年２月及

び同年３月の保険料に係る納付催告書を所持している。 

さらに、保険料を納付していたとする申立人の母は、申立人の国民年金への

加入手続時の状況、納付金額等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるほか、申立人は、こ

れまでに保有していた年金手帳は、現在所持している平成２年９月８日以降に

払い出された手帳記号番号による年金手帳のみであるとしている。 



加えて、ほかの手帳記号番号が払い出されていないかを調査するため、氏名

別読検索及び昭和 59 年４月から 62年７月 31日までの期間について、手帳記

号番号払出簿の縦覧点検を実施したが、ほかの手帳記号番号が払い出された形

跡は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年７月から 44年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年７月から 44年 12月まで 

昭和 37年７月ごろ、公園で子供たちを遊ばせながらの主婦の井戸端会議 

で、「サラリーマンの奥さんも国民年金に加入しておいた方がよい。」とい 

う話を聞き国民年金に加入しました。 

保険料の納付は、自宅集金で始まり、その後はＡ銀行Ｂ支店又はＣ市役所

で支払っており、金額は最初 100円でその後 300円ぐらいになりました。支

払いの都度、水色がかった切手ぐらいの大きさのシールを、年金手帳に貼
は

っ

ていました。この記憶は鮮明です。 

昭和 47 年ごろ、Ｄ市役所で転居の手続をした時に、年金手帳を持参し、

引き続き支払おうとしましたが、役所の担当者から「今は全部コンピュータ

ーに入っているので、もう手帳はいりません。」と言われ、その後、証拠と

なる年金手帳を破棄してしまいました。 

私は平成 13 年から、自分の「消えた年金」について訴え続けており、保

険料を支払っていたことは間違いないので、未納とされていることに納得で

きません。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金への加入記録をみると、昭和 47年９月 25日に払い出され

た国民年金手帳記号番号により、同年９月 26 日に任意加入者として国民年金

の資格を取得していることが確認できるが、任意加入者は加入手続をした日か

らさかのぼって国民年金の被保険者となれないため、申立期間は未加入期間と

なり、この手帳記号番号では、制度上申立期間の保険料を納付することはでき

ない。 

また、申立人は、昭和 47 年ごろＤ市役所で行った国民年金に係る転居手続

の際に年金手帳を持参した旨申し立てているが、この場合、手帳記号番号は引

き継がれるため、新たな手帳記号番号が払い出されることは無いと考えられる



が、同年９月 25 日に同じＤ市において、申立人に係る手帳記号番号が払い出

されている。 

さらに、申立人は加入手続時及びＤ市に転居後の昭和 47 年９月以降の国民

年金をめぐる記憶が曖昧
あいまい

である。 

加えて、別の手帳記号番号の払出しの可能性について、旧姓を含む氏名別読

検索、及び昭和 36 年４月から 44 年 12 月までのＣ市における手帳記号番号払

出簿の縦覧点検を行ったが、別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

なかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



大阪国民年金 事案 2437 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年７月から 46年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 46年１月まで 

    私は、高校を卒業してから家業を手伝っておりました。20 歳のころは国

民年金について聞き知っていたが、必ず納めないといけないという認識は

薄かった。一度就職して退職した後も国民年金については特に意識してい

なかった。国民年金を掛けておかないといけないと考えるようになったの

は、父が亡くなってからであり、それまでは父がすべて管理しており、本

人の知らない間に父が国民年金の支払いをしてくれていました。また、結

婚後の妻の分も国民年金の加入手続や、支払いをしてくれていたが、当時

はそのことも知らなかった。母の同時期の保険料は納付済みになっており、

ここまでしっかりした父の性格から考えても自分だけが未納とされている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年７月に父親が国民年金の加入手続を行い、同年７月か

ら58年12月までの国民年金加入期間の保険料も父が納付していたと申し立て

ている。 

   そこで、社会保険庁の納付記録をみると昭和 44年７月から 45年６月までの

国民年金保険料を現年度納付し、申立人が厚生年金保険被保険者資格を取得し

た 46年２月の前月までは未納の記録になっている。 

   また、申立人が所持する国民年金手帳をみると、申立期間の印紙検認記録欄

に検認印が無く、右側の印紙検認台紙は切り離されずに残っていることが分か

る。 

さらに、社会保険事務所の特殊台帳をみると、昭和 46年度から 48年度まで

未納の記録であったものが、未加入の記録に訂正されていることが確認でき、



申立人が厚生年金保険に加入した昭和 46 年２月ごろに国民年金被保険者資格

の喪失手続を行っていなかったことが推定できる。 

加えて、申立人が所持する申立人の父が記帳していた当時の家計簿には、申

立期間の保険料納付を示す記述が見当たらず、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 43年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 43年 12月まで  

      私は、昭和 55年ごろに、友人から特例納付の制度を教えてもらった。 

そこで、早速、自分でＡ区役所の年金課窓口に行き、過去の未納分を特例 

納付する場合の保険料を問い合せたところ、100 万円弱の金額を言われ、後

日、37年４月から 50年４月まで（157か月分）の保険料として同課窓口で一

括納付した。 

上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年ごろに友人から特例納付の制度を教えてもらい、Ａ区

役所の年金課窓口で、37年４月から 50年４月までの保険料として、100万円

弱の保険料を特例納付したと申し立てている。 

そこで、社会保険庁の納付記録をみると、第３回特例納付実施期間中に特例

納付していることが確認できるものの、その納付月数は、昭和 44 年１月から

50 年４月まで（76 か月分）であり、申立人の主張する納付月数（157 か月）

と相違している。 

また、申立人の主張する月数分を特例納付した場合の保険料額は 62万 8,000

円となり、申立人の陳述と符合しない。 

さらに、特例納付した時点において、Ａ区では、申立人の昭和 36 年４月か

ら 37 年３月までの国民年金保険料納付記録及び 41 年４月から 43 年３月の申

請免除記録は把握していなかったと考えられることから、同区担当者が、申立

人に対して、60 歳到達まで保険料を完納した場合に国民年金受給資格を満た

すために必要な 25 年の加入期間を得るため、35 歳時点の 44 年１月にさかの

ぼっての特例納付を勧奨したと考えるのが自然である。 



加えて、申立人が、第３回特例納付実施期間において、ほかに申立期間の国

民年金保険料を特例納付していたことを示す関連資料が無く、納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの期間、63 年９月から平成元年

３月までの期間及び２年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月から 62年３月まで 

② 昭和 63年９月から平成元年３月まで 

③ 平成２年３月 

私は、昭和 47年 11月に会社を退職してすぐ、退職時に会社で言われたと

おりＡ市役所で国民年金加入手続をした。 

申立期間①、②及び③の国民年金保険料は、納付書により、私が数か月ご

とに、妻の保険料と一緒に夫婦二人分をＡ市役所の年金担当窓口で支払った。

申立期間①の保険料の一部については、市の督促により数か月分を同窓口で

一括納付したことがある。 

保険料を納付したことをうかがわせる家計簿、日記、メモ、税務資料など

は無いが、申立期間①、②及び③について、私は保険料を納付した記憶があ

るし、また、特に妻が納付済みの期間に私が未納とされているのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①、②及び③の夫婦二人分の国民年金保険料をＡ市役所

の年金担当窓口で納付したと申し立てている。 

そこで、申立人及び申立人の妻の納付記録をみると、必ずしも同一日に保険

料を納付していないことが確認でき、常に夫婦一緒に夫婦二人分を納付してい

たとする申立内容と符合しない。 

また、申立人は、申立期間①と近接する昭和 59年 12月及び申立期間③と近

接する平成２年 10 月から３年８月までの期間の保険料を過年度納付している

ことが確認でき、常に現年度納付してきたとする陳述とも符合しない。 



さらに、申立期間①、②及び③の当時、Ａ市では保険料収納業務の電算化及

び外部委託を実施しており、５年間で 20 か月も事務的過誤が生じたとは考え

難い。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す

関連資料は無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①、②及び

③の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年６月から 62年３月までの期間、同年 12月から 63年３月

までの期間、同年６月から平成元年３月までの期間、及び２年１月から同年３

月まで期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年６月から 62年３月まで 

② 昭和 62年 12月から 63年３月まで 

③ 昭和 63年６月から平成元年３月まで 

④ 平成２年１月から同年３月まで 

私は、昭和 49 年６月に、Ａ市役所で婚姻届を提出した時、市職員の勧め

で国民年金加入手続をした。手続は夫が行った。 

申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料は、納付書により、私の夫が

数か月ごとに、夫の保険料と一緒に夫婦二人分をＡ市役所の年金担当窓口で

支払った。申立期間①の保険料の一部については、市の督促により数か月分

を同窓口で一括納付したことがある。 

保険料を納付したことをうかがわせる家計簿、日記、メモ及び税務資料な

どは無いが、申立期間①、②、③及び④について、私は保険料を納付した記

憶があるし、また、特に夫が納付済みの期間に私が未納とされているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が申立期間①、②、③及び④の夫婦二人分の国民年金

保険料をＡ市役所の年金担当窓口で納付したと申し立てている。 

そこで、申立人及び申立人の夫の納付記録をみると、必ずしも同一日に保険

料を納付していないことが確認でき、常に夫婦一緒に夫婦二人分を納付してい

たとする申立内容と符合しない。 

また、申立人は、申立期間①と近接する昭和 59年 10月から同年 12月まで

の期間、申立期間②と近接する 62年９月から同年 11月までの期間及び申立期

間④と近接する平成２年９月から３年８月までの期間の保険料を過年度納付

していることが確認でき、常に現年度納付してきたとする陳述とも符合しない。 



さらに、申立期間①、②、③及び④の当時、Ａ市では保険料収納業務の電算

化及び外部委託を実施しており、５年間で 20 か月も事務的過誤が生じたとは

考え難い。 

加えて、申立人が申立期間①、②、③及び④の保険料を納付していたことを

示す関連資料は無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①、②、③

及び④の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 43年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 43年 11月 

    私は、昭和 36年 10月ごろ、当時、Ａ市で勤めていた会社を辞めて実家の

あるＢ県Ｃ市に戻り、同年 11月ごろからＤ業を始めた。        

実家の母は、大変しっかりした人で国民年金発足当初から、両親及び当時

20 歳になっていた兄姉の国民年金保険料を支払い、昭和 37 年４月ごろから

は、私の保険料も家族の分と一緒に支払っていた。近所のＥ会の人が集金に

来ていたが、狭い地域で全員顔見知りだったので、加入、納付が無かったら

すぐ分かったはずである。 

    昭和 39 年に結婚してからは、妻が夫婦二人分の保険料を実家と同じ集金

人に支払っていた。集金時には、年金手帳ではなく台紙に割印を押しても

らっていた。 

    申立期間と同じ期間、両親及び兄の記録は納付済みになっており、結婚後

の申立期間、妻の記録も納付済みになっている。私だけ未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市内にある会社を退職し、実家のあるＢ県Ｃ市に転居した昭和

36 年 11 月からしばらく経った 37 年４月ごろに、実家の母親が同市で国民年

金の加入手続を行い、同年４月からほかの同居家族と一緒に保険料納付し、結

婚した 39 年６月以降は申立人の妻が夫婦二人分の保険料を納付していたと申

し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 43年 12

月３日にＡ市で払い出されていることが同手帳記号番号払出簿から確認でき、

実家のあるＢ県Ｃ市で国民年金加入手続を行ったとする申立内容と符合しな

い。 

   このため、申立人が申立期間の国民年金保険料を現年度納付するためには別



の手帳記号番号が必要となるが、そのためには母親が申立人の国民年金加入手

続を行った時期を特定することが必要となる。申立人は、国民年金制度発足当

時、Ａ市に居住していたが、住民票を同市に置いていたかを確定することがで

きず、当時の記憶も曖昧
あいまい

であることから、申立人が国民年金に加入した可能性

のある時期は二つあることになる。 

   まず、申立人が実家のあるＢ県Ｃ市に住民票を置いたままＡ市で居住してい

たと考えると、申立人の母親は、国民年金制度発足前の昭和 36 年１月に、自

身と同居親族（申立人の父、兄及び姉）の国民年金の加入手続を行っているこ

とが国民年金手帳記号番号払出簿から確認できることから、申立人のみ加入さ

せなかったと考えることは不自然であるが、当時申立人は申立人の祖母と養子

縁組を行い別世帯と扱われており、また、同年１月に申立人または申立人の母

親がＢ県Ｃ市で国民年金に加入したことを示す資料が無く、加入をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   次に、申立人がＡ市に住民票を置いていた場合、会社を退職してＢ県Ｃ市に

住民票を移した際に併せて国民年金の加入手続を行ったと考えるのが自然で

あるが、申立人が同市に住民票を移した昭和 37年 11月ごろにＢ県Ｃ市で国民

年金に加入したことを示す資料が無く、加入をうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

   また、各種の指名検索を行っても申立人に別の手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料が無く、

納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年９月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 57年３月まで 

昭和 44 年ごろ、私の将来を心配していた母が実家に来ていた市役所の人

を通じて国民年金の加入手続をし、以後、毎月のように集金人が実家に来て、

私が保険料を納めるようになった 57 年ごろまで母が保険料を納めてくれて

いた。 

国民年金手帳は、加入手続時に交付された肌色の手帳とその後交付された

オレンジ色の手帳の２冊あったと記憶しているが、肌色の手帳は処分してし

まった。 

加入当初の保険料は400円から500円ぐらいだったと母から聞いたことが

あり、肌色の手帳をみると、最初の見開きの左ページには検認印、右ページ

にはシールのようなものが貼
は

ってあり、次の見開きからは左右両ページに検

認印が押してあったと思う。 

昭和 57 年ごろから夫の収入が安定してきたので、母に引き続き保険料を

納めていくようにと言われ、以後、自分で保険料を納付するようになった。 

自分で保険料を納付するようになった時に、母に 20 歳の時からずっと納

付してあげていると言われたが、同年３月まで未納とされており、納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年ごろ、申立人の母親が国民年金の加入手続をし、母親

が同年９月から 57年３月までの保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、申立人の前後

の手帳記号番号の払い出しを受けた被保険者の加入記録から、昭和 57 年９月

ごろであることが推定でき、申立内容と符合しない。 

また、その払出時点において、申立期間のうち、昭和 44年９月から 55年６

月までの期間の保険料は制度上納付することができず、同年７月から 57 年３



月までの期間の保険料は過年度納付が可能であるが、申立人は母親が過去の保

険料をさかのぼってまとめて納付したと聞いた記憶も、自ら納付した記憶も無

いと陳述している。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする母親は、国民年金に加入した

形跡が無く、既に亡くなっているため申立期間当時の納付状況を確認できなか

った。 

加えて、申立人が所持するオレンジ色の年金手帳の交付時期は、手帳記号番

号の払出時期から昭和 57 年と推定でき、申立人が保険料を納付するようにな

ったという時期と同一であることからすれば、申立人が母親から引き継いで保

険料を納付するようになった時に同手帳を母親から渡されたという申立人の

陳述は不自然である。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付するためには別の手帳記号番号が

必要であるが、当時の国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて調査したほ

か、各種氏名検索も行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらない。 

このほか、申立人は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、また、

ほかに納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年５月から 48年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 48年９月まで 

昭和 45 年５月＊日に婚姻届を提出した日に、夫婦二人の国民年金と国民

健康保険の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は区役所の窓口で、

私が自身と夫の分を一緒に納めていたのに、夫の納付記録だけがあって私の

記録が無いのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年５月の婚姻届出と同時に夫と共に国民年金に加入した

と申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 60 年９

月６日に夫婦連番で払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿から確認

でき、申立期間の国民年金保険料は、制度上納付することはできない。 

また、社会保険庁の記録をみると、申立人の夫は昭和 45年５月 20日に国民

年金任意加入被保険者として、資格を取得していることが確認できるとともに、

夫の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、同年６月 30 日に別の手帳記

号番号が払い出されていることが、同手帳番号払出簿から確認できることから、

同年５月から同年７月まで厚生年金保険被保険者期間であった申立人が、夫と

同時に国民年金被保険者資格を取得していないことがうかがえる。 

さらに、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 45 年８月に、

国民年金加入手続を行ったとすれば、夫の国民年金加入資格は、任意加入から

強制加入への種別変更手続が行われるべきところ、種別変更されないまま 48

年 11 月に就職することによって、国民年金被保険者資格を喪失していること

から、申立人が 45 年８月の退職時に自身の国民年金の加入手続を行ったとは

考え難い。 



加えて、年金手帳記号番号約２万 5,000件を調査するとともに、各種氏名検

索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年８月から 44 年３月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 11年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 43年８月から 44年３月まで 

昭和 43年７月ごろ、夫の退職に伴い、私がＡ市役所で夫婦二人分の国 

民年金の加入手続をし、同年８月及び同年９月の夫婦二人分の国民年金保

険料を市役所内の金融機関で現金納付した。また、同年 10 月から 44 年３

月までの夫婦二人分の保険料については、自宅に来た集金人に私が納付し

た。その当時の保険料は月額 200円前後であったと思う。 

申立期間については、保険料を納めているはずなので納付済期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続時に、昭和 43 年８月及び同年９月の国民年

金保険料を市役所内の金融機関で納付したとしているところ、当時、同市は

印紙検認方式であり、申立人の陳述は符合しない。 

また、申立人は、昭和 43年 10月から 44 年３月までの夫婦二人分の保険

料については、自宅に来た集金人に自身が納付したとしているところ、申立

人の所持する国民年金手帳をみると、昭和 43 年度の印紙検認記録欄には検

認印が押されておらず、申立人の陳述は符合しない。 

さらに、申立期間については、申立人が自身の分と併せて夫婦二人分を納

付していたとする夫の保険料も未納となっている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿等）も無い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年２月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

       氏    名 ： 女   

    手帳記号番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：       

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年２月から 41年３月まで 

私の独身時代の国民年金加入手続及び保険料納付は父親がすべて行って

いたと思う。しかし、これの手続の時期、場所、納付方法及び納付金額につ

いては、父親から直接聞いておらず、その父親は既に死去しているので、そ

の詳細は分からない。 

結婚時に父親から年金手帳を渡されたと思うが、昭和 43 年１月以降は自

分がＡ市役所に出向き、国民年金の任意加入手続と保険料納付を行った。 

父親から渡されたと思う年金手帳以外の手帳についての覚えは無く、この

渡された手帳には、昭和 37年度から 40年度までの各年度 12か月分の領収

印を押した領収書が４枚貼
は

られていたが、Ｂ市在住時に領収書だけが無くな

ってしまった。 

ところが、この領収書があった昭和 37年２月から 41年３月までの期間が

未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚まで国民年金加入手続及び保険料納付に全く関与していなか

ったと陳述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 42 年４

月ごろに払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認で

き、この手帳記号番号払出日においては、申立期間の保険料は現年度納付する

ことができない上、その一部の期間の保険料は制度上過年度納付することもで

きない。 

また、申立期間の保険料を現年度納付するためには、申立人に別の手帳記号

番号が払い出されていることが必要であるが、手帳記号番号払出簿の内容確認

及び複数の氏名別読み検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出さ



れたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人が所持している年金手帳をみると、これの印紙検認欄は昭和

42 年度から始まり、以降の各年度の検認記録欄の年度数字は予め印字された

ものであることから、この年金手帳は同年度以降に配布されるものであると推

定できるところ、申立人の手帳には同年度の「42」という数字を「41」と手書

きで修正した上で、41 年度１年間分の保険料を昭和 42 年４月 30 日に納付し

たことを示す検認印が押されている。このことから、申立人は早くとも同年４

月ごろに国民年金の加入手続を行い、同じ時期に昭和 41 年度の保険料を納付

したと考えるのが相当である。 

加えて、申立内容にある領収書については、昭和 41年及び 42年当時の申立

人の住所地であったＣ市では、当時そのような領収書を使用して保険料収納を

行っていたかは不明であるとしている上、申立人は保険料納付に直接関与して

おらず、保険料を納付したとされる申立人の父は既に死亡しており、申立期間

の保険料を納付したことを示す関連資料も無いことから、申立人の保険料納付

をめぐる詳細は不明である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年２月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 36年生 

    住    所 ：     

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年２月から同年５月まで 

             昭和 60年１月末で、勤務していた会社を退職して、申立期間はアルバイ 

トをしながら次の仕事への勉強期間に充てていた。 

                 年金の保険料納付を継続しないことによる不利益は会社の在職時に聞か 

されていたので、将来のことも考えて退職後の２月上旬にＡ市役所で国民年 

金の加入手続をして、毎月納付書により銀行で国民年金保険料を納付した。 

              会社在職中の俸給は十分なものだったので、退職後３か月ないし４か月

は不自由無く暮らせるお金はあったし、継続して納付することで老後には

公平に給付されるものだと信じて納付してきたのに、未納期間があること

に納得がいかない。  

                                                                                                                          

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60年１月末の退職後に、Ａ市役所で国民年金の加入手続を 

行い、毎月納付書により銀行で納付したとしているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は平成４年 11 月ごろにＢ市で払い出されていることが社会保険

庁の記録により確認でき、この手帳記号番号では制度上申立期間の保険料を納

付することはできない。 

また、申立期間の保険料を納付するためには別の手帳記号番号が必要となる

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されている可能性について、複数の氏

名別読み検索などを行ったが、別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、現在所持している年金手帳は平成 16 年以降にＣ市にお

いて再発行されたもので、これ以前の手帳はＤ社在職中に交付されたもの１冊

であり、その手帳で国民年金の手続を行ったと陳述しているところ、この手帳



の発行時の記号番号は厚生年金保険の番号であったと考えられる。仮に申立人

が昭和 60 年２月にＡ市役所で国民年金の加入手続を行った場合、この当時に

所持していた年金手帳に既に記されている厚生年金保険の記号番号に加えて、

初めての国民年金手帳記号番号が記入されることになり、平成４年 11 月の厚

生年金保険から国民年金への切替手続時において、昭和 60 年２月時点に払い

出されたとする手帳記号番号が使用され、この時点において新たな手帳記号番

号の払出しは行われなかったものと考えられる。 

加えて、申立人の、申立期間についての保険料を納付したことを示す関連資

料は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当た

らなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年６月から 42年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 11年生 

    住    所 ：     

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月から 40年７月まで 

             ② 昭和 40年８月から 42年４月まで 

      昭和 36年６月に会社を退職したころ、新しい年金制度ができたと話題に

なっており、将来のことを考えてすぐに国民年金に加入したと思う。   

加入手続の場所や年金手帳が交付されたときの状況についての記憶は無

いが、国民年金保険料は、Ａ市役所から３か月ごとに来る女性の集金人に納

付し、年金手帳にスタンプを押してもらっていたと記憶している。 

昭和 37年ごろに、国民年金に加入していなかった義父母が加入するため、

市役所の男性の人に説明に来てもらい、私もその説明に義父母の家で同席し、

その時、義母が私に「Ｂは既に任意年金に加入しているから、私のように何

年分もの保険料をさかのぼって支払う必要も無く良かったね。」とうらやま

しそうに言ったことが、今も鮮明に記憶に残っているので、その時には既に

保険料を納付していたはずである（申立期間①）。 

昭和 40年８月、Ｃ市に転居した当時は幼児二人の育児に追われていたの

で、国民年金の手続が遅れて未納期間が生じていたかもしれないが、１年９

か月もの期間が未納とは考えられないので調べてほしい。Ｃ市への国民年金

の手続を含めた転居手続は、義父が行ってくれたかもしれないが、保険料は、

Ａ市と同様に市役所から３か月ごとに来た女性の集金に納付し、年金手帳に

スタンプを押してもらっていたと記憶している（申立期間②）。 

                             

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年６月会社を退職してすぐのころに国民年金に加入し国

民年金保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は

42年６月に払い出され、国民年金の任意被保険者資格を同年５月 12日に取得



していることが社会保険事務所の記録により確認でき、申立期間①及び②は、

国民年金未加入期間であり、制度上保険料を納付することができない期間であ

る。 

また、申立人は昭和 37 年ごろに、国民年金に加入していなかった義父母が

加入するため、市役所の男性の人に説明に来てもらい、その説明に同席したと

しているところ、申立人の義父母は 36 年４月の制度発足時から国民年金に加

入していることが、社会保険庁の記録により確認でき、申立人の陳述とは符合

しない。 

さらに、申立人は、保険料の納付について、申立期間①及び②のいずれの期

間においても、３か月ごとに女性の集金人に納付したとしているところ、申立

期間①当時に申立人が住んでいたＡ市では、集金人制度は昭和 38 年８月から

実施し始めたとしているほか、申立期間②については、申立人は申立期間後の

ほとんどの期間の保険料を前納により納付しており、申立人の陳述とは符合し

ない。 

加えて、別の手帳記号番号の払出しの有無について、申立期間①及び②に係

る国民年金手帳記号番号払出簿の内容確認及び氏名別読み検索を行ったが、申

立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たら

なかった。 

このほか、申立人は、国民年金の加入手続の時期や場所及び年金手帳を交付

された時期も覚えていないなど記憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金の加入及び保険料

の納付をめぐる詳細が不明であるほか、各申立期間についての保険料を納付し

たことを示す関連資料は無く、各申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年４月から 49年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 49年 12月まで 

    私は、昭和 45年から 47年ごろにかけて、夫の実弟が自宅に来た折、国民

年金の加入を勧められ、夫が会社を退職した 48 年４月ごろ、私がＡ市役所

において夫婦二人の国民年金加入手続をした。 

国民年金加入後は、私が毎回、自宅に送られてきた納付書によりＢ銀行Ｃ

支店で夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に支払った。 

申立期間について、夫は納付済みとなっているのに、私の分が未納とされ

ていることに納得できない。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和48年４月ごろ国民年金の加入手続をしたとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は、51 年１月に夫婦連番で払い出されており、

申立人の陳述内容とは異なっている。 

また、国民年金手帳記号番号払出時点では、申立期間を含む昭和 50 年３月

以前は過年度納付の期間であるところ、申立人は、申立期間直後の同年１月か

ら 51 年３月までの期間の国民年金保険料を納期限直前の 52 年４月 26 日に過

年度納付していることがＡ市の被保険者名簿の検認記録により確認できる。こ

のことから、昭和 49年度については昭和 49年 12月以前の期間と 50年１月以

降の期間を分けて納付したこととなるが、過年度の納付書は年度単位で発行さ

れるのが通例であり、上述のような納付方法は不自然である。 

さらに、申立人は、昭和 50年１月から 51年３月までの過年度納付の記憶が

曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の保険料の納付状況が明らかではない上、申立期間

が 21 か月と長期間であり、申立期間の保険料が納付されていたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年７月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 53年３月まで 

私は、無職になれば国民年金に加入しなければならないと思い、どこで加

入の手続をしたか覚えていないが、昭和 46 年９月ごろに国民年金に加入し

た。 

国民年金に加入してからは、自宅に集金人が来ていたので、既に国民年金

に加入していた夫の国民年金保険料と一緒に私の保険料を私が集金人に支

払った。 

平成元年に厚生年金保険に加入するまで常に夫婦二人分の保険料を支払

っていたのに、申立期間について私の分だけ保険料が未納とされていること

に納得できない。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46年ごろに国民年金に加入し、夫婦二人分の国民年金保険 

料を集金人に納付していたとするところ、申立人は国民年金手帳記号番号を

53 年５月に払い出され、国民年金第１号被保険者資格を 46 年７月 21 日にさ

かのぼって取得していることが社会保険事務所の記録により確認でき、この手

帳記号番号では申立期間は保険料を現年度納付できず、その一部の期間は過年

度納付もできない。 

また、申立期間の保険料を納付するためには、別の手帳記号番号が払い出さ

れている必要があるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されている可能性

について、申立期間の国民年金手帳記号番号払出簿の内容確認及び複数の読み

による氏名検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されてい

る事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、申立期間当時の保険料について、3,000円ぐらいから徐々



に上がっていったとしているところ、昭和 46 年の保険料額は、申立人の陳述

する額とは符合しない一方、申立人の手帳記号番号が払い出された 53 年の保

険料とおおむね符合し、申立人の保険料に関する陳述及び手帳記号番号払出時

期などを考え合わせると、国民年金の加入手続は同年ごろと考えるのが自然で

ある。 

加えて、申立期間が 81 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納付し

たことを確認できる関連資料（家計簿等）は無く、申立期間の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年１月から 45年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 45年 12月まで 

    昭和 46 年２月に長男が生まれたころ、近所に国民年金保険料の集金に来

ていた集金人に国民年金への加入を勧められ、今なら未納期間の保険料をさ

かのぼって納付できることを教えてもらった。同年３月又は４月ごろに、Ａ

区役所の窓口へ国民年金加入手続に行ったところ、カウンターの奥の仕切り

のある部屋に通され、男の人に未納期間の保険料額を台帳で調べてもらい、

夫婦二人分の保険料約５万から６万円をその場で支払い、レシートのような

紙を受け取った。区役所で保険料を納付したにもかかわらず、申立期間の保

険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46年１月以降の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、昭和 46 年３月又は４月ごろ、国民年金加入手続を行った

時に、20 歳までさかのぼって夫婦二人分の国民年金保険料を納付したと申し

立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は同年４月 30 日に夫婦連

番で払い出されており、この時期は第一回特例納付実施期間に当たり保険料を

特例納付することは可能であり、当時まとめて納付したと陳述する金額につい

ても、申立期間の保険料を納付した場合の金額とおおむね一致する。 

しかしながら、申立人は、Ａ区役所の窓口で国民年金加入手続を行い、その

場で保険料を納付したと申し立てているが、特例納付に係る保険料は社会保険

事務所が収納事務を行っており、区役所窓口において保険料を納付することは

できない。また、特例納付保険料の納付は納付書により行われていたが、申立

人は納付書により保険料を納付した記憶は無く、この点においても申立人の陳

述は当時の事情と符合しない。 



さらに、申立人の保有する国民年金手帳を見ると、昭和 46 年１月から同年

３月までの保険料を同年３月８日に区役所窓口で納付していることが検認印

により確認できるが、その時点で、昭和 45 年度の保険料を現年度納付するこ

とができたにもかかわらず、申立期間のうち、昭和 45年４月から同年 12月ま

での印紙検認記録欄に検認印が押されていない。 

加えて、申立人は、夫婦二人分の保険料を特例納付したと申し立てているが、

申立人の妻の申立期間の保険料についても未納とされている。 

このほか、申立人から申立期間の保険料を納付した事情を汲み取ろうとして

も、新たな周辺事情等は見いだすことができなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年１月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年１月から 48年３月まで 

私の父親が、私と私の双子の妹の国民年金加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を特例納付制度によって納付したと聞いている。妹の保険料は

納付済みとされているにもかかわらず、私の保険料が未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が申立人とその双子の妹の国民年金加入手続を行い、

特例納付制度を利用して申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てて

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号は、結婚後のＡ市において払い出され

ており、昭和 48年７月 24日を資格取得日として任意加入していることが確認

でき、この手帳記号番号によっては、同年６月以前の期間は国民年金未加入期

間であるため、申立期間の保険料を特例納付することはできない。 

また、申立人は、その双子の妹と一緒に国民年金加入手続を行ったと申し立

てているが、その双子の妹の国民年金手帳記号番号は、前後の番号を有する任

意加入者の払出日から、昭和 48 年３月から同年６月ごろに実家のあるＢ市に

おいて払い出されていることが確認でき、申立内容と符合しない。 

そこで、申立人の申立期間の保険料が納付可能な国民年金手帳記号番号の払

出しの有無について、Ｂ市及びＣ市を管轄する社会保険事務所の国民年金手帳

記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情等は見当たらな

かった。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料納付に関与し

ておらず、納付方法や納付場所などの具体的な記憶が無く、申立人の保険料納



付を行ってくれたとする申立人の父親も既に他界しており、申立人から保険料

納付をめぐる事情を汲み取ろうとしても、新たな事情等を見いだすことはでき

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 43年３月まで 

    昭和36年４月から43年３月までの保険料が未納とされており納得できな

い。保険料は、夫と同じ時期から納付している。 

  昭和 36 年８月に第３子を出産するに当たり、私たち夫婦は私の両親と同

居していた。そのころ年金制度ができ、私の父親からの強い勧めで私と夫、

及び私の母親の３人が加入した。 

  保険料は、毎月３人分を集金人に支払っていた。父、母、夫又は私のいず

れか在宅する者が支払っていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年に申立人とその夫、及び申立人の母親の３人で国民年

金に加入し、申立期間の保険料を３人分一緒に、月々集金人に支払っていた

と申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、手帳記号番号払出簿から、

申立期間より後の昭和 45 年４月 16 日に国民年金手帳記号番号が払い出され

ていることが確認できる。この場合、申立期間の保険料を月々集金人に支払

ったとする陳述とは符合しない。また、この時点においては、申立期間の保

険料は特例納付及び過年度納付の組み合せでなければ納付できない期間とな

っているが、市では特例納付及び過年度納付の取扱いを行っておらず、この

点においても集金人に支払ったとする陳述とは符合しない。 

さらに、申立人と一緒に国民年金に加入し、保険料を一緒に納付したとす

る申立人の夫の資格記録及び納付記録をみると、社会保険庁の記録及び市の

被保険者台帳から、昭和 45 年４月 16 日に申立人と連番で手帳記号番号が払

い出され、申立期間に係る 36年４月から 37年６月までの期間及び 40年４月



から 45年３月までの期間の保険料を特例納付及び過年度納付の組合せにより

47 年６月に遡及
そきゅう

して納付していることが確認できる。この場合、申立人の夫

についても年金制度発足当時に国民年金に加入したとする陳述とは符合しな

いほか、申立期間の保険料を月々集金人に支払ったとする陳述とも符合しな

い。 

加えて、別の年金手帳記号番号による納付の可能性について確認するため、

氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年２月から 49年３月までの期間及び同年７月から 54年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年２月から 49年３月まで 

             ② 昭和 49年７月から 54年３月まで 

昭和 45 年に母親と一緒にＡ市役所に赴き、私の国民年金加入手続を行っ

た。48年２月から 49 年３月までの保険料は月々納付書にて支払っていた。 

昭和 49 年に独立をし、軌道に乗った時点で、国民年金について税理士に

みてもらった。その際、税理士の勧めで、国民年金保険料の未納分である同

年７月から 54年３月までの約５年間の保険料を、母親に初めて借金をして、

現金で一括払いをした。48 年２月から 49 年３月まで及び同年７月から 54

年３月までの未納記録を納付記録に訂正をしてもらいたい。国民年金保険料

は、必要経費として認められているので、税務署の方でも確定申告書を調べ

てもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①である昭和 48年２月から 49年３月までの期間の保険

料を毎月納付書にて納付を行い、申立期間②である同年７月から 54 年３月ま

での期間の保険料を 50年代に一括納付を行ったと申し立てている。 

そこで、申立期間①について、申立人の国民年金加入時期をみると、市の国

民年金被保険者名簿から、昭和 54年 10 月 31日に国民年金加入手続が行われ

ていることが確認できる。この場合、申立期間①は時効の成立により、制度上、

特例納付でなければ納付できない期間に当たっており、保険料を月々納付書に

て納付したとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立期間①当時の保険料納付方法は、印紙検認方式であり、この点に

おいても申立人が月々納付書にて納付を行ったとする陳述とは符合しない。 



次に申立期間②について、申立人の国民年金加入手続は昭和 54 年 10 月 31

日になされており、この時点においては申立期間のうち、49年７月から 52年

６月までの保険料は時効の成立により制度上、特例納付でなければ納付できな

い時期に当たっている。しかし、申立人はその金額、納付時期及び納付場所に

ついて記憶が定かでなく、納付を裏付ける関連資料も存在しない。また申立人

の母親は、申立期間②についての保険料を申立人に貸したと陳述しているが、

その金額及び時期についての記憶が定かでない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、氏名検索を

行うも、その存在を確認することはできなかったほか、申立期間の保険料納付

をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年６月から 46年７月までの期間及び 52年 12月から 53年

11月国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年６月から 46年７月まで 

 ② 昭和 52年 12月から 53年 11月まで 

私は、会社を退職後、昭和 44 年より独立して自営で仕事を始め、同年４

月ごろに妻がＡ市役所で私の国民年金加入手続をした。同年３月から３か月

だけ納付して同年６月から 46 年７月まで未納とされているのは納得できな

い。 

昭和 52年 11月に会社を退職後も妻がＢ市Ｃ支所で、再び私の国民年金加

入手続をして、現金で保険料を納付していた。その後に私の保険料を納付に

行った際に、窓口の人から妻も年金加入を勧められ受給資格が得られるとこ

ろまで、 遡
さかのぼ

ってまとまった額の妻の保険料を納付した記憶がある。私は妻

より先に国民年金に加入し、保険料を納付してきたのに、その加入及び納付

の日付が、夫婦同日とされていることも理解し難い。 

どちらの期間も納付金額は覚えていないが、申立期間①はＤ出張所、申立

期間②はＣ支所にて納付した。 

私は、年金について何度か、厚生年金保険、国民年金と変更しているが、

その都度未納があれば、将来年金が受給できないと思っていたので、未納期

間が無く切替えの手続を行い、保険料を納付してきたつもりだ。しかし、申

立期間①及び②の期間について加入事実及び納付事実が確認できなかった

との回答をもらい納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、妻がＡ市役所で申立人の国民年金加入手続

を行い、Ｄ出張所で毎月その保険料を納付していたとの申立てである。 

そこで、申立人の所持する国民年金手帳を見ると昭和 44 年３月から同年５



月までの印紙検認記録欄には納付があったことを示す検認印が確認できる。し

かし、申立期間である同年６月以降の印紙検認記録欄には、本来納付があれば

押されるべき検認印が無い。この点について、仮に申立人の妻が、毎月、Ｄ出

張所に手帳を持参して納付していたのであれば、その都度申立人の妻が、申立

期間の直前までの取扱いとの相違に疑問を持たなかったことに不自然さは否

めない。 

次に申立期間②について、申立人は、昭和 52年 11月に会社を退職後、妻が

申立人の国民年金加入手続をして、納付書によりＢ市Ｃ支所で保険料を納付し

たと申し立てている。しかし、申立人が所持するＢ市発行の年金手帳を見ると、

当初 53年 12月 20日強制加入と記載されていたものが、後日Ｅ市において 44

年６月 1 日に資格を喪失、53 年 12 月 20 日に強制加入と訂正し記載されてい

ることが確認できる。この場合、Ｂ市では、申立期間②は未加入期間と認識し

ており、制度上保険料を納付することはできない。なお、申立期間に続く 52

年12月から53年３月までの保険料は後日Ｂ市において過年度納付がなされた

ものであることが社会保険庁の特殊台帳から確認できる。 

加えて、別の記号番号による納付の可能性を確認するため、氏名検索を行っ

たが、その存在をうかがわせる事情も見当たらなかったほか、申立期間の保険

料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年 11 月から 43年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 43年 10月まで                                   

年金問題が世間を騒がせていたころ、自分の年金手帳を調べてみると、資

格取得日が昭和 41年 11月 25日のはずであるのに 43年 11月 25日とされて

おり、非常に驚いた。しかも、手帳をみると「41」の数字に上に「43」と上

書きされていて、訂正印も押されていなかった。一家がＡ県に住んでいたこ

ろ、亡き父は、私と姉がそれぞれ 20 歳になると国民年金加入の手続をし、

姉妹共に無職であったため、保険料を納めてくれていた。ただし、加入手続

や保険料納付は、父に任せていたので、納付方法、納付場所及び納付金額等

具体的な状況については覚えていない。この件について、Ｂ年金相談センタ

ーに相談し、その後、Ｃ社会保険事務所から回答がきたが、全く納得のいく

ものでなかったので、改めて調べていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年 11月に父親が国民年金加入手続を行い、加入後 43年

10 月まで父親がその保険料を納付してくれていたはずであると申し立ててい

る。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、申立人の手帳記号番号の直後の手

帳記号番号を附された任意加入者の資格取得日から、昭和 44 年２月に加入手

続がなされたものと推定される。また、この点は、申立人の手帳記号番号の払

出しが同年２月 25 日付けで処理されている状況と整合している。この場合、

加入手続時点では、申立期間のうち、41 年 11 月及び同年 12 月の保険料につ

いては、時効の成立により、既に納付することはできない期間になっている。 

また、申立人の資格の記録をみると、最初の資格の記録は、昭和 43 年 11

月 25 日付け強制加入として処理されていることが、市の被保険者名簿、申立



人所持の年金手帳及び社会保険庁のいずれの記録においても確認できる。この

点については、正しくは、申立人が 41 年 11 月 25日付け強制加入とされるべ

きであった。しかしながら、行政機関が 43 年 11月 25日付け強制加入として

認識している限りにおいては、申立期間は、未加入期間となるため、制度上保

険料を納付することはできない。 

さらに、申立人は、加入手続及び保険料納付をすべてその父親に任せていて、

自身はそれらに直接関与しておらず、加入手続及び保険料納付を一任されてい

た父親は既に亡くなっており、この間の事情を聞くことはできなかった。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、社会保険事

務所において旧姓を含む氏名検索及び申立期間に係る手帳記号番号払出簿の

縦覧調査を行ったが、別の手帳記号番号の存在は確認されなかったほか、申立

期間に係る保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

大阪国民年金 事案 2456 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで  

昭和 36 年４月当時、一緒に働いていた事業主夫婦と国民年金に加入し、

定期的に１か月 100 円の保険料を集金人に納付した。44 年にＡ出張所に住

所変更を届けたとき、記録漏れが無かったと思うので、未納とされているこ

とに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月に事業主夫婦と一緒に加入し、以後の保険料は定

期的に納付してきたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期についてみると、申立人が所持する年金手帳

の発行日から昭和 39年８月 13日になされたものと推定できる。この場合、こ

の手続時点では、申立期間のうち、37 年６月以前については、時効により既

に納付できない期間となっている。 

また、申立期間のうち、昭和 37 年７月以降の保険料について、過年度納付

は可能な期間であったものの、その場合、定期的に現年度納付していたとする

申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳をみると、印紙検認記録方式であった昭

和 36年度から 38年度までの印紙検認記録欄には、保険料納付の際に押される

べき検認印が認められない。 

加えて、通常、市町村での加入手続から数週間程度経過後に処理される手帳

記号番号払出簿の記録をみると、申立人の手帳記号番号は、Ｂ区において、昭

和 39年９月 25日に払出処理されている。一方、事業主夫婦の同番号は、申立

人の払出処理から約２か月後の同年 12 月１日に、Ｃ区において夫婦連番で処



理がなされていることが確認でき、36 年４月に事業主夫婦と一緒に加入手続

を行ったとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、別の年金手帳による納付の可能性を確認するため、別読みを含む氏名

検索のほか、申立期間当時の住所地を管轄する社会保険事務所において、払出

簿の縦覧点検を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかったほ

か、申立期間について保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかっ

た。  

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年５月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 44年３月まで  

私が 20 歳になった時、夫が私の国民年金の加入手続をした。それからは

夫婦一緒に定期的に集金人に月 300 円ぐらいの夫婦二人分の保険料を納付

したので、未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった時に加入し、以後の保険料を夫婦二人分一緒に定

期的に納付してきたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期についてみると、申立人が所持する年金手帳

の発行日から昭和 44年１月 11日になされたものと推定できる。この場合、20

歳になった昭和 42 年度に加入手続を行ったとする申立人の陳述とは符合しな

い。また、加入手続時点では、申立期間のうち、同年度分については、過年度

納付は可能であったものの、この間の夫の納付記録をみると、申立人の加入手

続より前の昭和 43年３月 19日までの間に、現年度納付していることが、年金

手帳の検認印から確認でき、夫婦二人分一緒に納付していたとする申立人の陳

述とは符合しない。 

さらに、申立期間のうち、昭和 43 年度分についても、夫は現年度納付して

いることが、42 年度と同様に確認できるのに対し、申立人の年金手帳には申

立期間を通じて検認印が認められず、この点についても申立人の陳述とは符合

しない。 

加えて、別の年金手帳による納付の可能性を確認するために、旧姓を含む氏

名検索のほか、申立期間当時の住所地を管轄する社会保険事務所において、払

出簿の縦覧点検を行ったがその存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人は、加入手続に直接には関与しておらず、申立期間につい

て保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。  

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 10月から 50年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月から 50年６月まで 

    父が病気になったことで、私はそれまで勤めていた会社を退職し、実家の

事業を引き継いだ。その後、母が私の国民年金の加入手続を行い、母が両親

の国民年金保険料と一緒に私の保険料を支払ってくれていた。事業を廃業す

るまで、母が使用人の厚生年金保険の事務を行っており、そのような母が私

の保険料を納め忘れるはずがない。未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、母親が申立人の加入手続を行い、両親の国民年金保険料と一緒に

申立人の保険料を納付していたとして、これらに直接関与しておらず、保険料

を納付していたとする母親は、40 年前のことであり、当時のことは分からな

いと陳述していることから、具体的な納付状況等は不明である。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、納付記録の始

まる昭和50年７月の前月である同年６月11日に払い出されていることが手帳

記号番号払出簿により確認でき、この時点において、申立期間のうち、47 年

12 月以前の保険料は、制度上、納付することができなかったものと考えられ

る。 

   また、申立人に係る別の手帳記号番号の払出しの可能性について、手帳記号

番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

   さらに、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無

く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

        私は、時期は覚えていないが区役所職員から国民年金に加入するよう言わ

れ、夫が加入手続を行い、昭和 45年ぐらいまでは夫の父が、その後は、夫

が夫婦二人分の保険料を集金人に支払ってくれていたと思う。また、時期は

覚えていないが区役所職員から全部納めれば満額の年金がもらえますと言

われたことは覚えている。上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、夫

婦二人分の保険料を納付していたとする夫の父親及び夫は既に亡くなってい

るため、その時期を含めて具体的な納付状況等は不明である。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 37年４

月 25日に夫婦連番で払い出されていることが手帳記号番号払出簿により確認

でき、夫婦二人一緒に加入手続を行ったことが分かる。また、夫婦の納付記録

を比較すると、未納期間の状況から夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を納付して

いたことがうかがえ、申立期間は夫も同様に未納となっている。 

さらに、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無

く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

加えて、申立人は、60歳以降に高齢任意加入し、27か月分の保険料を納付

することで年金を満額受給していることから、申立人が区役所職員に、保険料

を全部納付すれば満額の年金を受給できると言われたとの記憶は、申立期間当

時の記憶では無く、当該高齢任意加入の際の記憶である可能性が考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年４月から 46年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 46年 12月まで 

    私は、昭和 47年に離婚した直後、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行っ

た。当時、私は 33歳で、生まれつき体が弱いため 50歳ぐらいまでしか働け

ないと思い、同区役所で相談したところ、今から８年間さかのぼって支払え

ば 50歳でちょうど 25年になると教えてもらった。その時、一度に８年分を

まとめて支払えなかったので、３回に分けて支払う手続をとり、同年に３か

月かけて同区役所で支払った。支払った額は１回目が２万円から３万円、翌

月に１万 2,000円から１万 3,000円、翌々月は覚えていないが、合計で６万

円ぐらい支払ったと思う。支払った記憶があるのにその記録が消えているの

で調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、前夫と離婚した直後の昭和 47 年に、Ａ区役所で国民年金の加入

手続を行い、申立期間の保険料約６万円を３回に分けて納付したと申し立てて

いる。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号払出簿をみると、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 48 年９月に払い出されていることが確認できることか

ら、申立人が加入手続と遡及
そきゅう

納付を行ったとする 47 年の時点においては、申

立人は国民年金に加入しておらず、申立期間の保険料を納付することができな

かったものと考えられる。 

一方、申立人の納付状況をみると、昭和 49 年 10 月及び同年 11 月の２回に

分けて、その時点で、制度上、納付が可能であった申立期間直後の 47 年１月

から 48 年３月までの期間の保険料並びに同年４月から同年９月までの期間及

び 49 年１月から同年３月までの期間の保険料を過年度納付していることが確



認できる。さらに、申立てのとおり、申立人が申立期間の保険料を納付するた

めには、当時、実施されていた第２回特例納付を行う必要があるが、申立期間

の保険料を特例納付した場合の保険料額は８万 3,700円であり、上記の過年度

保険料額と合わせると９万円余りとなることから、申立人が納付したとする約

６万円と符合しない上、申立人は 50歳の時点で 25年の年金受給資格期間を確

保するために遡及
そきゅう

納付を行ったとしているが、その直後から 50 歳に達するま

でに６年余りの未納期間が存在するのは不合理であると考えられる。 

また、申立期間は夫との婚姻前の期間であることから、その夫から事情を聴

取できず、当時の具体的な納付状況等は不明であるほか、申立人が申立期間の

保険料を納付したことを示す関連資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も

見当たらなかった。 

さらに、別の手帳記号番号の払出しの可能性について、旧姓を含めた各種の

氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年 10月から 40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 40年３月まで 

    私は、父親から 20 歳の始めから国民年金に加入していると聞かされてい

た。また、いつも家に来ていた集金人が、両親、姉二人分と私の保険料を含

めて５人分の保険料を集金した折り、この家は家族が多いからよく集金でき

ると言っていたのを聞いていたのに、私だけ未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、父親から昭和 36年 10月から国民年金に加入していると聞かされ

ていたと申し立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を

みると、41 年１月６日に申立人の弟と連番で払い出されていることが手帳記

号番号払出簿により確認でき、申立期間のうち、38 年 12 月以前の保険料は、

制度上、納付することができなかったものと考えられる。 

   また、区の被保険者名簿をみると、申立人の弟と共に手帳記号番号払出日の

翌月の昭和 41年２月 28日に、その時点で現年度納付が可能であった同年４月

から 42 年３月までの保険料をまとめて納付していることが確認でき、申立人

の弟も申立期間は未納となっている。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間当時の保険料納付につ

いて、直接関与しておらず、加入手続等を行ったとする申立人の父親は既に死

亡しているため、当時の具体的な状況等は不明であるほか、申立人に申立期間

の保険料を納付していたことを示す関連資料が無く、納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらなかった。 

   加えて、別の手帳記号番号の払出しの可能性について、手帳記号番号払出簿

の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年４月から 41 年３月まで 

    昭和 40年４月ごろ、近所に住む集金人さんが自宅に来て国民年金の加入

を勧められ、自分で加入手続を行いました。保険料も、その集金人さんに納

めていましたが、申立期間の記録が未納とされているので納付済期間として

認めてください。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年４月ごろに国民年金の加入手続を行い、保険料の納付

は、近所に住む集金人に納めていたと申し立てている。 

ところで、当時、国民年金保険料を現年度納付した場合、収納先の市役所（集

金人）は、被保険者が所持する国民年金手帳に納付したことを示す検認印を押

す取扱いとなっていた。 

そこで、申立人が所持する国民年金手帳を見ると、手帳の発行日が昭和 40

年７月５日であることから、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、同日

ないしその直近日であることが認められるものの、その手帳の昭和 40 年度の

国民年金印紙検認記録欄に、申立期間の保険料を納付したことを示す検認印が

押されていない。一方、申立人が昭和 41 年４月１日に再発行を受けた手帳の

同印紙検認記録欄を見ると、同年４月からの検認欄に検認印が押されているこ

とが確認できる。 

また、市の被保険者名簿の検認記録をみると、申立期間の保険料納付は確認

されず、昭和 41 年４月から現年度保険料が納付済みであることが確認でき、

申立人が所持する手帳と同様の収納記録となっている。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号で納付が行われた可能性について、氏名

検索を行ったほか、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿の内容をす



べて確認したが、その存在をうかがわせる痕跡
こんせき

は無く、申立期間の保険料納付

をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金  事案 2463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年９月から 61年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年９月から 61年２月まで 

私は、昭和 57 年に会社を退職し、国民年金に加入した。加入後の保険料

は集金人に毎月納めてきたので、申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

なお、国民年金の加入手続及び保険料の納付は妻が行っており、当時の保

険料額などは覚えていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57年に国民年金に加入し、同年９月以降の保険料について、

妻が集金人に継続して納めていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入記録をみると、申立人は昭和 59 年５月７日

に加入手続を行い、57 年９月までさかのぼって資格を取得していることが市

の記録から確認でき、申立人が同年に加入したとする申立てに符合しない。ま

た、申立人及び申立人の妻の納付記録について、夫婦共、申立人が国民年金に

加入した後の 59 年７月から同年 12 月までの間は未納記録となっていること、

60年１月から 61年２月までの期間は申請免除期間となっていることが市及び

社会保険事務所のいずれの記録からも確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ市では、国民年金保険料の集金制度は実施しておら

ず、保険料を納付する場合、納付書による金融機関での納付及び口座振替によ

る納付であったことが市の広報紙等から確認できる。この点に関して、申立人

の妻は昭和55年度から58年度までの間の保険料を口座振替で納付しているこ

とが市の収滞納一覧表から確認できるものの、申立人の申立期間について収納

記録は確認されず、申立人が申立期間の保険料を集金人に納付していたとの陳

述も当時の保険料納付手続に矛盾している。 



さらに、別の年金手帳による納付の可能性を確認するため、別の読み方によ

る氏名検索のほか、居住地を管轄する社会保険事務所の国民年金手帳記号番号

払出簿の内容を確認するも、その存在をうかがわせる痕跡
こんせき

は無く、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年１月から 16年３月までの国民年金保険料については、追

納していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年１月から 16年３月まで 

私は、平成 15 年１月に経営していた会社を解散し、個人事業に転換した

ため国民年金に加入した。加入した当初は収入が少なかったことから、免除

申請の手続を行っていた。その後、16年４月から 17年３月までの保険料は

前納を行い、15年１月から 16年３月までの免除期間（半額免除及び全額免

除）の保険料をまとめて追納したにも関わらず、免除期間として扱われてい

ることに納得できない。  

追納した時期及び追納した保険料額については、はっきりと記憶していな

いが、保険料を手元にある現金で準備して、Ａ市役所内にある金融機関の窓

口から一括して納めた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金について、申立期間における申請免除記録をみると、平成

15年１月から同年６月までの間を半額免除、同年７月から 16年６月までの間

を全額免除で承認されている。その後、申立人が同年４月から 17 年３月まで

の保険料を前納するため、免除承認を受けていた 16 年４月から同年７月まで

の期間を同年４月 15 日に免除取消申請していることが市及び社会保険事務所

の記録から確認できる。 

ところで、免除期間の保険料を追納するためには、社会保険事務所において

追納申出を行った上で、国庫金納付書の発行を受けなければならない。この点

に関して、社会保険事務所の記録では申立人から申立期間について追納申出が

行われた痕跡
こんせき

は無く、納付書が発行された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の保険料を市役所の金融機関の窓口でまとめて追

納したと申し立てている。しかしながら、当時、市役所内の金融機関出張所が



取り扱っていた収納事務は、市が所管する税金や保険料などの業務のみで、国

庫金納付書による収納取扱いは行われていない。 

さらに、国民年金保険料の収納事務は、平成 14 年４月より国（社会保険事

務所）が一元的に実施しており、市において保険料を収納することはできず、

国民年金に関する保険料納付書の発行も既に取り扱っていなかった。 

加えて、申立人の未統合記録の存在を確認するため、別読みによる氏名検索

を行ったがその痕跡
こんせき

は無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を追納していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2465 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年８月から７年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月から７年３月まで 

平成３年ごろに父が国民年金の加入手続をし、私の保険料も父の分と一緒

に集金人に継続して納めてくれていた。父は死亡しており確認はできないが、

20歳から納付していると聞いている。免除記録はあるのに、納付した記録

が無いのは納得がいかないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の資格を取得した平成３年ごろに父親が加入手続を行い、

以降の国民年金保険料を父親が継続して集金人に納付したと申し立てている。 

そこで、申立人が当時居住していた市の国民年金被保険者台帳を見ると、申

立人の国民年金加入手続日が平成８年４月 19 日であることが確認できる。こ

の時点で、申立期間のうち、６年２月以前の期間については時効により国民年

金保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、父親が申立人の国民年金保険料を含めた二人分を納めたと

申し立てているが、申立人の父親の国民年金加入手続日は平成６年２月 25 日

であるのに加え、申立期間当時、申立人の父親は第３号被保険者及び申請免除

(全額)の期間となっており、保険料を市の集金人に納付することはできず、申

立内容と矛盾する。 

さらに、申立人の未統合記録の存在を確認するため、別読みによる氏名検索

を行ったがその痕跡
こんせき

は無く、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2466 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年１月から 49年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月から 49 年 12 月まで 

私は、昭和 44年ごろに近所の友人に誘われて国民年金の加入手続をし、

実家の母と一緒に月額 150円から始まり 350円ほどの保険料を、３か月ごと

にＡ団体のおばさんと呼んでいたＢ会の集金人に納めてきた。年金手帳など

の書類は母に預けていたので紛失してしまったが、納めていたのは間違いな

く、申立期間が未加入で未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年ごろに国民年金の加入手続をし、実家の母親と一緒に

３か月ごとに保険料を集金人に納めてきたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入記録をみると、申立人の国民年金手帳記号番

号は昭和50年４月30日に払い出されていることが同記号番号払出簿から確認

できる。また、申立人が新規で国民年金の加入資格を得たのは同年１月１日で

あったことが市の被保険者名簿から確認でき、申立人が所持する国民年金手帳

にも同一の資格取得日が記載されている。この場合、申立期間は国民年金の未

加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の氏名読

みによる検索を行ったほか、申立期間当時居住していた市町村を管轄する社会

保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、別の国

民年金手帳記号番号の存在をうかがわせる痕跡
こんせき

は見当たらなかった。 

さらに、国民年金の加入手続及び保険料の納付手続をめぐる申立人の記憶が

曖昧
あいまい

であるほか、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たら

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2467 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年２月までの期間、41年１月から 42年５月

までの期間及び同年６月から 48 年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年２月まで 

             ② 昭和 41年１月から 42年５月まで 

             ③ 昭和 42年６月から 48年９月まで 

    私自身は、国民年金の加入手続、国民年金保険料の納付方法、納付場所及

び納付金額等に関する記憶は無いが、私の両親が私の国民年金の加入手続を

行い、保険料を納付していたと思う（申立期間①及び②）。 

    また、私は、昭和 42年６月に結婚し、Ａ市からＢ市に転居しており、私

の国民年金に係る諸手続を私自身が行った記憶は無いが、妻が、自身の国民

年金の加入手続をした後、夫婦二人分の保険料をＢ市の集金人に納付してい

たはずである（申立期間③）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年

10月 12日に払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿により確

認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間①及び②は、制度上、国民年

金保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は、国民年金の加入手続や申立期間①及び②の保険料の納付に

関与しておらず、申立人の両親は既に死亡しているため、申立期間①及び②当

時の国民年金加入状況、保険料納付状況等は不明である。 

申立期間③については、申立人の妻は、結婚後、Ｂ市で自身の国民年金の加

入手続のみを行ったとしており、申立人の妻の国民年金手帳記号番号の払出状

況をみると、申立人の妻の手帳記号番号は昭和 42年 12 月 25日にＢ市で払い

出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できる。一方、申



立人の上記の手帳記号番号は、申立人及びその妻がＢ市からＡ市に転居した後

にＡ市で払い出されており、申立期間③当時に夫婦二人分の保険料をＢ市の集

金人に納付したとする申立内容とは符合しない。 

また、申立人の上記の国民年金手帳記号番号によっては、申立期間③の大半

は、制度上保険料を納付できない期間である上、制度上納付が可能な期間の保

険料も過年度保険料となるため、現年度保険料のみを集金していた集金人に納

付することはできない。 

さらに、申立人自身は、申立期間③の保険料の納付に関与しておらず、申立

人の妻も、夫婦二人分の保険料を自宅に来ていた集金人に納付していたという

こと以外に、申立期間③の保険料の具体的な納付方法や納付金額に関する記憶

は無いとしており、申立期間③の保険料の納付状況等は不明である。 

なお、申立期間③のうち、昭和 48 年８月及び同年９月は、申立人及びその

妻がＡ市に転居後の期間であるが、申立人及びその妻は、転居直後に国民年金

に係る諸手続を行った記憶は無く、この２か月分の保険料は納付しなかったか

もしれないとしている上、申立人の妻の同一期間の保険料も未納である。 

このほか、申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせ

る関連資料や周辺事情は見当たらず、申立人が別の国民年金手帳記号番号によ

り申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2468 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年６月から 44年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年６月から 44年 12月まで 

    昭和 47年ごろ、妻がＡ区役所で私の国民年金の加入手続をした。 

    妻は、加入手続をした際に区役所の窓口で私の国民年金保険料をさかのぼ

って納付をしたら満額の国民年金を受け取ることができると聞き、納付書

を送ってもらう手続をした。 

    妻も私も保険料の納付金額や具体的な納付期間は覚えていないが、妻が区

役所で私の年金額が満額となるのに必要な保険料をさかのぼって一括納付

したはずなので、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が昭和 47 年ごろに申立人の国民年金の加入手続を行うと

ともに、区役所で申立期間の国民年金保険料をさかのぼって一括納付したと申

し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 47 年５月に払い出されていることが国民年金手帳記

号番号払出簿により確認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間は、特

例納付によらなければ保険料を納付できない期間であるところ、区役所で特例

納付保険料を納付することはできず、申立人の主張とは符合しない。 

また、申立人自身は申立期間の保険料の納付に関与しておらず、申立期間の

保険料を納付したとされる申立人の妻も、一括納付したとする申立期間の保険

料額に関する記憶はあいまいである。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる関連資料や周辺事

情は見当たらない。 

加えて、別の手帳記号番号による申立期間の保険料の納付をうかがわせる事

情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



 

大阪国民年金 事案 2469 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年７月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 41年３月まで 

    私が 20歳になったころ、母親がＡ区役所で私の国民年金加入手続を行っ

てくれた。母親から「20歳になったから、国民年金の加入手続をした。」と

聞いたことを覚えている。 

    昭和40年７月から41年３月までの国民年金保険料が未納とされているが、

母親が私の保険料を納付していたので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳のころ、その母親が申立人の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の年金

手帳記号番号は昭和41年５月14日に払い出されていることが国民年金手帳記

号番号払出簿により確認できるとともに、この手帳記号番号により申立期間直

後の同年４月以降の保険料が集金人に現年度納付されていることが申立人の

国民年金手帳の検認記録欄から確認できる。 

しかしながら、上記の手帳記号番号の払出時点では、申立期間の保険料は過

年度保険料であるため、現年度保険料のみを集金できた集金人に納付すること

はできなかったところ、申立人は申立期間の保険料の納付に関与しておらず、

申立人からは、母親が申立期間の保険料を納付していたと思うということ以外

に具体的な保険料の納付方法等に関する陳述を得ることはできなかった上、申

立人の母親は既に死亡しており、申立期間の保険料の納付状況等は不明である。 

また、申立期間の保険料を納付したとされる申立人の母親の国民年金手帳記

号番号は昭和 44年１月 17日に払い出されており、申立期間当時、申立人の母

親は国民年金に未加入であったことが国民年金手帳記号番号払出簿により確

認できる。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる関連資料や周辺事



情も見当たらず、国民年金手帳記号番号払出簿の確認及び複数の読み方による

氏名検索を行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年８月から 44年１月までの期間及び同年８月から 51年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年８月から 44年１月まで 

             ② 昭和 44年８月から 51年３月まで 

    昭和 43 年８月に会社を退職する際に、総務担当者から国民年金の加入手

続を行うよう言われたため、私自身が加入手続を行い、国民年金保険料の納

付を始めたと思う。 

 ただし、加入手続を行った具体的な時期や場所、保険料の納付方法、納付

場所及び納付金額等は覚えていない（申立期間①）。 

昭和 44 年９月に結婚した後、時期は覚えていないが、元夫が夫婦二人分

の国民年金の手続をＡ市役所で行ったと思う。 

 Ａ市で保険料を納付し始めたころは、自宅に来る集金人に私が夫婦二人分

の保険料を納付し、年金手帳に何かを貼
は

ってもらっていたように思う。その

後、昭和 50 年ごろから、自宅に送付される納付書により銀行又は郵便局で

私が夫婦二人分の保険料を納付していたと思う（申立期間②）。 

申立期間①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人には、昭和 50

年７月及び 51 年８月に二つの国民年金手帳記号番号が払い出されていること

が国民年金手帳記号番号払出簿により確認できるところ、いずれの手帳記号番

号によっても、申立期間①の全期間及び申立期間②の過半の期間は、制度上、

国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立期間②のうち、制度上保険料を納付できた期間の保険料について

も、昭和 50 年７月に払い出された手帳記号番号により現年度納付ができた同

年４月から 51 年３月までの期間を除き過年度保険料となるため、現年度保険

料のみを集金できた集金人に納付することはできなかった上、50 年７月に払



い出された手帳記号番号により現年度納付できた期間と同一期間の申立人の

元夫の保険料は過年度納付であることが特殊台帳により確認でき、夫婦二人分

の申立期間②の保険料を集金人に納付していたとする申立人の主張とは符合

しない。 

さらに、昭和 50 年７月に払い出された申立人の手帳記号番号は、申立人の

現在の手帳記号番号が 51 年８月に払い出された後に、番号重複のため資格を

取り消しされていることが手帳記号番号払出簿及び被保険者名簿により確認

できる上、申立期間②直後の同年４月から 58年 10月までの保険料は、申立人

の現在の手帳記号番号により現年度納付されていることが特殊台帳により確

認できることから、重複取消しされた 50 年７月に払い出された手帳記号番号

の納付記録は、この重複取消時点において、未納と記録されていたと考えるこ

とが自然である。 

加えて、申立期間①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる関連

資料や周辺事情は見当たらず、複数の読み方による氏名検索を行ったが、申立

人に上記の二つの手帳記号番号とは別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2471 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年 11月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月から 50年３月まで 

昭和 47年３月から 50年３月までの間に、区役所の国民年金加入勧奨の回

覧を見て、その翌日に私自身が区役所で国民年金の加入手続を行った。 

    加入手続時に窓口職員から納付するよう言われた国民年金保険料額を、そ

の場で、現金で一括納付した。一括納付した金額は、多くても 10 万円まで

の金額だったと思うが明確な記憶は無い。また、いつからいつまでの期間の

保険料を納付したのかはっきり分からないが、20 歳からの保険料を納付し

たのではないかと思うので、申立期間の保険料が未納とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47年３月から 50年３月までの間に、申立人自身が区役所で

国民年金の加入手続を行い、その場で申立期間の国民年金保険料を一括納付し

たと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出状況をみると、申立人の手帳

記号番号の払出日は昭和51年３月11日であることが国民年金手帳記号番号払

出簿により確認でき、申立人が主張する国民年金加入手続時期とは符合しない

上、この手帳記号番号によっては、申立期間の大部分は、時効により保険料を

納付できない期間である。 

また、申立期間のうち、時効により納付できない期間の保険料を納付するた

めには、特例納付によることとなるが、申立人の上記の手帳記号番号の払出時

期は、直近の特例納付時期とは符合しない上、申立期間の保険料の納付時期や

納付金額に関する申立人の記憶はあいまいであり、申立期間の保険料の納付状

況等は不明である。 

さらに、申立期間のうち、過年度納付ができた一部期間の保険料も現年度保

険料のみを収納していた区役所で納付することはできなかった。 

加えて、国民年金手帳記号番号払出簿の確認及び複数の読み方による氏名検



索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらず、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

関連資料や周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付したものと認めることはできない。 

 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 3256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月１日から同年 12月９日まで 

    私は、Ａ社の厚生年金保険の資格取得日が昭和 43年 12月９日となって

いるが、同年 10 月１日から同社で正社員として勤務していた。同社への

入社が決まってから前の会社を退職し、年金記録に空きが無いように常に

気をつけていたのに、申立期間が厚生年金保険の未加入期間とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の厚生年金保険の資格取得日が昭和 43年 12月９日となって

いるが、同年 10 月１日から正社員として同社で勤務していたと申し立ててい

るところ、申立人と同時期に同じ事務所で勤務していた同僚（被保険者期間が

昭和 43年 10月１日から 44年 7月 11日まで）は、「私自身の厚生年金保険の

記録についても、申立人と同様に入社後２か月は厚生年金保険に加入していな

いが、当時としては一般的な試用期間が同社にもあったと思うし、適正に保険

料控除されていたと思う。」と陳述している。 

また、上記の同僚はその退職時期について、「申立人よりも 1 か月程度は先

に退職していた。」としており、このことは申立人の陳述内容とも符合するが、

被保険者名簿を見ると当該同僚の厚生年金保険の喪失の届出は、申立人と同時

に手続し、申立人と同日付けで資格を喪失となっていることが確認できる。 

これらのことから、当時の同社の厚生年金保険の取得及び喪失手続が、適切

に行われていなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人の雇用保険の記録をみると、昭和 43年 12月９日に資格を取

得となっており、社会保険庁の記録と一致する。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



 

大阪厚生年金 事案 3257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22年３月 20日から 23年 10月 21日まで  

    私は、Ａ社に昭和 22年３月 20日から 25年１月 30日まで継続して勤務し

ていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における在職については、事業所から「人事記録では、申立人

は昭和 22年４月に「Ｂ員」として入社し、同年 10月１日に「Ｃ員」としてＤ

本店、23年８月 25日にＣ員としてＥ支店へ転勤となり、25年１月 30日にＣ

員のまま退職と記録されている。」との回答が得られたことから確認できる。 

しかしながら、申立期間のうち「Ｂ員」にあたる期間について、申立人は、

厚生年金保険料を控除されていたか否かについては不明であると陳述してお

り、事業所は、「Ｂ員の期間は試用期間に当たることから、申立人に係る厚生

年金保険の加入手続は行っておらず、保険料も控除していない。」と回答して

いる。また、昭和 23 年５月１日に資格を取得している同僚は、「私の場合は、

昭和 22年９月１日から 23年３月 31日までＢ員で、同年４月１日から正社員

になり、厚生年金保険はその１か月後の同年５月１日に加入した。」との陳述

しており、申立人は「Ｂ員」の期間については厚生年金保険の被保険者で無か

ったと考えるのが相当である。 

次に、申立期間のうち、「Ｃ員」にあたる期間についてみると、Ｃ員とは当

時、同社において準職員又は職員への登用を前提とした身分とされていたもの

であるが、申立人は、厚生年金保険料を控除されていたか否かについては不明

であると陳述しており、事業所は「ほかの従業員（Ｃ員）の人事記録をみると、

厚生年金保険の加入基準は不明であるが、加入していない者と加入している者

が確認でき、申立人については会社保存の厚生年金保険被保険者整理名簿に申

立人の氏名が確認できなかったことから、厚生年金保険の資格の取得及び喪失

届は行っておらず、保険料も控除していないはずである。」と回答している。 



また、申立期間に被保険者記録のある同僚 23 名を抽出し、うち住所の判明

した８名に照会したところ、昭和 23年５月１日に資格を取得している同僚は、

「私の場合は、昭和 22 年６月に「Ｆ員」という形で会社に入り、少ししてか

ら職員申請をして 23 年５月から職員になりました。」と陳述しており、また、

同年５月１日に資格を取得している同僚は、「私は、当時は「Ｇ員」として勤

務していた。」と陳述している。 

これら事業所の回答及び同僚の陳述から、当時は、申立人を含め、各人が社

内でのさまざまな身分区分において厚生年金保険の被保険者資格を取得して

おり、当時の同社での社会保険の加入基準は明確なものではなかったことがう

かがわれ、曖昧
あいまい

であったと考えられ、申立人に係る当時の資格の取得及び喪失

届及び保険料控除について明らかとすることはできない。 

さらに、申立人の各種読み方と生年月日の組み合わせによる氏名検索を行っ

たが申立期間に係る該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたことをうかがわせる事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年８月から 35年４月４日まで 

     私は、Ａ社で昭和 34年８月から 35年９月６日まで勤務していたが、社会

保険庁の記録によると、同社での厚生年金保険被保険者記録が同年４月４日

からとなっている。 

昭和 34 年夏に同社で勤務する前に在職していたＢ社とＡ社の両社から賞

与を支給されたこと及び同年９月に同社の同僚 20 名と共にＣ市に出張に行

ったことを記憶しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 34年８月にＡ社に入社したと申し立てているところ、当時、

同社に在職していた同僚は、同年年末から 35 年の春にかけてＣ市に出張した

際に申立人と同じ班で仕事をしていたと陳述していることから、申立人の入社

時期までは特定できないものの、34 年末ごろには、既に同社に在職していた

ものと推定される。 

しかし、申立人が唯一氏名を記憶していた同僚は「私は、同社で２年ほど勤

務したのに、同社での年金記録は５か月ほどしか無い。」と陳述しているほか、

この同僚と同じグループで勤務していた同僚も「自分は昭和 34 年７月に入社

した。」と陳述しているものの、同氏の年金記録をみると、資格取得日は入社

から約９か月後の昭和 35 年４月７日からとなっているなど、入社日と厚生年

金保険の資格取得日は一致していない。 

このことについて、申立期間当時、Ｃ市に申立人と一緒に出張に行ったと陳

述している同僚からは「同社では通常６か月間の試用期間を設けていたが、実

際は、本人の技術、経歴、勤務態度、あるいは関連業者の紹介で入社した者に

ついてはその紹介者の地位等によって試用期間には長短があり、一定ではなか

ったため、試用期間が１年に及ぶようなこともあった。」との陳述が得られた。 

なお、申立人は、当時の厚生年金保険料額については記憶が定かでないとし

ているほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与か



ら控除されていた事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年９月 12日から 36年９月１日まで 

    私は、昭和 35 年、Ａ社在職中に、Ｂ社の採用試験に受かり、同年９月に

入社しているのに、申立期間が未加入とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間におけるＢ社での在職については、雇用保険の記録（昭和

35年９月 12日に資格を取得、40年７月 28日に離職）から、確認できる。 

一方、同社保有の厚生年金台帳をみると、昭和 36年９月１日に資格を取得、

40年７月 29日に資格を喪失となっており、社会保険庁の記録と一致している

ことが確認できる。 

また、同社からは、申立期間当時、社員登用の前提として３か月から 12 か

月ぐらいの期間、「Ｃ員」という制度があり、社員に登用されるまでは、雇用

保険に加入させていたものの、健康保険及び厚生年金保険には加入させておら

ず、健康保険及び厚生年金保険への加入は社員登用後であったとの回答が得ら

れた上、申立人と同様に昭和 36 年９月１日に資格を取得している複数の同僚

からは、「Ｃ員の期間中は社会保険（健康保険、厚生年金保険）に未加入であ

った。」との回答が得られたことから、Ｂ社においてはすべての従業員を入社

後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではないことがうかがわれる。 

さらに、申立人の各種読み方による氏名検索を行ったが、申立期間に係る被

保険者記録は見当たらなかった。 

加えて、申立期間について、申立人の給与額や厚生年金保険料控除額を確認

できる関連資料や周辺事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月 26日から 44年１月末ごろまで 

    私は、高校を卒業後、昭和 43 年４月１日にＡ社に入社し、正社員として

Ｂ業の仕事をしていた。同社の従業員との関係で退職することになったが、

次の勤務先に入社する直前の 44年１月末ごろまでは勤務していた。しかし、

社会保険事務所の記録では43年７月26日に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失したことにされており、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無

く納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 43年４月１日から 44年１月末ごろまで勤務していた 

と申し立てているが、申立人に係る雇用保険の被保険者記録をみると、同社で

の離職日が 43年７月 26日となっていることが確認でき、厚生年金保険被保険

者記録と符合する。また、同社が所持する健康保険厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書には、申立人の資格喪失日が同年７月 26 日と記載されている

ことなどから、事業主は社会保険事務所に記録どおりの届出を行ったことが確

認できる。 

さらに、同社で厚生年金保険の加入記録がある二人の同僚や当時の事業主か

らも、申立人の申立期間における同社での在職をうかがわせる陳述は得られな

かった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年７月１日から 35年 10月１日まで 

    私は、父の友人であったＡ社の社長から要請を受け、昭和 32 年７月１日

に同社に入社し、正社員としてＢ品の管理を担当し 35年９月 30日に退職し

た。しかし、同社での厚生年金保険の加入記録が全く無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 32年７月１日から勤務していたと申し立てているが、

同社は 30 年５月にＣ社として創業され、34 年９月に法人化してＡ社となり、

同年９月１日に厚生年金保険の適用事業所となっている。 

申立人の同社での在籍については、同社の現会長や同社で厚生年金保険の加

入記録がある二人の同僚の陳述により、期間は特定できないものの推定できる。 

しかしながら、上記二人の同僚のうちの一人は、昭和 34 年９月１日に被保

険者資格を取得しているが、同年７月 21 日に申立人と入れ替わりで同社へ入

社したと陳述しており、申立人は当該同僚の記憶が無いとしている。また、申

立人自身も同社での退職時期についての記憶があいまいである。 

このほか、同社が適用事業所となった昭和 34 年９月１日以降、申立人が同

社に在籍していたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

また、同社が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間においては、事業主

が厚生年金保険料を給与から控除することは通常考え難いほか、申立人が申立

期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを

うかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 25年９月 20日から 26年４月１日まで 

    私は、昭和 25 年９月に、Ａ社に入社して、Ｂ業務従事者として勤務して

いた。 

    私が入社した年の同年 10 月には、同僚のＣさんがＡ社に入ってきたこと

を覚えている。Ｃさんに聞いてもらえば、私がＡ社に勤務していたことの証

明になると思う。 

    昭和 25年９月から勤務していたのに、厚生年金保険の記録が 26年４月１

日からとされていることには納得がいかない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社に在職していたことは、時期を特定できないものの、同僚の

陳述により推定できる。 

   しかし、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人は同社における

厚生年金保険被保険者資格を昭和 26年４月１日に取得したことが記されてい

るところ、先輩や同年 10月に入社した同僚であると申立人が陳述している者

など 11人が、申立人と同じく同日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得し

ていることが確認できる。 

   また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間において申立人の名

前は見当たらず、健康保険証の払出番号は連番で欠番も無い。 

さらに、申立人の雇用保険の記録をみると、Ａ社での雇用保険被保険者資格

の取得日は、厚生年金保険被保険者資格の取得日から１月後の昭和 26年５月

１日となっており、申立期間は雇用保険には加入していないことが確認できる。 

   以上のことから、Ａ社では、申立人が陳述する昭和 25年９月の入社と同時

には申立人を厚生年金保険に加入させる取扱いはしておらず、26年４月１日



付けをもって、申立人、申立人の先輩及び同僚の計 11人をまとめて、厚生年

金保険被保険者とする資格取得届を社会保険事務所に提出したと考えるのが

相当である。    

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情等は見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年９月から 25年９月まで 

              ② 昭和 25年９月から 26年８月 15日まで 

③ 昭和 27年５月 30日から同年７月１日まで 

④ 昭和 28年５月 28日から 29年９月２日まで 

⑤ 昭和 30年４月 25日から 31年４月まで 

昭和22年９月から31年４月までの８年９か月は継続して船員保険に加入

していたと思っていた。しかし、申立期間①、②、③、④及び⑤の期間の船

員保険加入記録が無いのは納得できない。 

昭和 22年９月から 25年９月まで、「Ａ船」（所有者：Ｂ）にＣ員として乗

船しＤ漁に従事していた（申立期間①）。 

昭和 25年９月から 26年８月 15日まで、「Ｅ船」（所有者：Ｂ）にＣ員

として乗船しＤ漁に従事していた（申立期間②）。 

昭和 27年５月 30日から同年７月１日まで、Ｆ港で、「Ｅ船」のＨ業務等

をしていた。この間は、乗船していない待機期間であり賃金の支払いは無か

ったが、船主から寸志が支払われていた（申立期間③）。 

昭和 28年５月 28日から 29年９月２日までの期間のうち、28年５月 28

日から同年８月ごろまでの期間及び 29年５月ごろから同年９月１日までの

期間は、Ｉの資格を取るために陸上で講習を受けていた待機期間である。こ

れ以外の 28年９月から 29年５月ごろまでの期間は、「Ｅ船」にＣ員として

乗船しＤ漁に従事していた（申立期間④）。 

昭和 30年４月 25日から 31年４月までの期間のうち、30年４月 25日か

ら同年８月ごろまでは、「Ｅ船」に乗船するために陸上で待機していた。ま

た、同年９月から 31年４月までは、「Ｅ船」にＣ員として乗船しＤ漁に従事

していた（申立期間⑤）。 



 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険庁のデータベースを基に、「Ａ船」（船名）

及び「Ｂ」（船舶所有者名）と称する厚生年金保険適用事業所の検索を行った

が、該当の適用事業所は確認できなかった。 

また、申立人は申立期間①当時の船長や漁労長等の名前を覚えていないとし

ている上、申立人が同僚とする者は、住所及び電話番号が不明のため､連絡・

照会ができなかった。 

さらに、申立人は同僚から「Ａ船は船員保険に加入していなかった。」と聞

いたと陳述している。 

申立期間②については、社会保険庁のデータベースを基に、「Ｅ船」（船名）

及び「Ｂ」（船舶所有者名）と称する適用事業所の検索を行ったが、該当の適

用事業所は確認できなかった。 

また、申立人が同僚としている３人のうち連絡の取れた１人は、申立人のこ

とを覚えているとしているが、同人の「Ｅ船」における船員保険加入記録は、

昭和 26 年８月 15 日からとなっているため､申立期間②に申立人が「Ｅ船」に

乗船していたことを確認することができない。 

さらに、「Ｅ船」の所有者である「Ｂ」の船員保険被保険者資格の取得日は､

「Ｅ船」が船員保険の新規適用となった日（昭和 26年８月 15日）と同一日で

あり、また、同所有者については昭和 26年８月 15日前の被保険者資格取得の

記録が確認できない。 

申立期間③については、申立人は、次の航海のため、Ｆ港で同僚の船員と交

代で「Ｅ船」のＨ業務等の当番をしていたとしており、船員保険の被保険者と

なる予備船員であった可能性があるところ、「Ｅ船」の船員保険被保険者名簿

をみると、「Ｅ船」に乗船していた被保険者のうち一人を除く全員が申立期間

③の前に資格を喪失していることから、「Ｅ船」の船主は、船員に対し予備船

員の取扱いを行っていなかったものと考えられる。また、この名簿において、

申立期間③に船員保険被保険者であった者は確認できない。 

さらに、申立人は､申立期間③当時、陸上で「Ｅ船」のＨ業務等をしていた

ことから、賃金の支払いは無く、船主から寸志が支払われていたとしている上、

保険料控除に関する記憶が無く、保険料控除を示す資料や同僚の陳述も無い。 

申立期間④については、「Ｅ船」での被保険者資格がある９人のうち連絡が

取れた１人は、申立人が申立期間④当時に「Ｅ船」に乗船していたかどうかに

ついては分からないとしており、そのほかの者は、死亡等により連絡が取れな

かった。 

また、申立人は、Ｄ漁の船には船員 20 人ほどが乗り組む必要があるとして

おり、新規適用当初における「Ｅ船」の被保険者名簿をみると、18 人が一斉

に被保険者となっているところ、申立期間④における「Ｅ船」の被保険者は半



数の９人のみであり、被保険者で無い乗組員が複数いた可能性がある。 

さらに、「Ｅ船」の被保険者名簿をみると、申立期間④のうち、昭和 28年５

月 28日から同年８月２日までの期間及び 29年５月 15日から同年９月２日ま

での期間は、「Ｅ船」で船員保険被保険者であった者はいない。 

加えて、申立人は、出漁時期の給与は水揚げ額に応じて歩合支給されていた。

また、陸上での待機期間においては賃金の支払いは無く、船主から寸志が支払

われていたとしており、保険料控除に関する記憶が無く、保険料控除を示す資

料や同僚の陳述も無い。 

申立期間⑤については、申立人の在籍について確認しようとしたが、「Ｅ船」

での被保険者資格がある 18 人全員について、死亡等により連絡が取れなかっ

た。 

また、「Ｅ船」は、昭和 30 年４月 25 日付けで船員保険の適用を全喪失し、

同年８月３日に再び適用事業所となっており、この空白の期間について、社会

保険庁のデータベースを基に、「Ｅ船」（船名）及び「Ｂ」（船舶所有者名）と

称する適用事業所の検索を行ったが、該当の適用事業所は確認できなかった。 

さらに、「Ｅ船」は昭和 30年８月３日から 31年４月 25日までは船舶所有者

名「Ｂ」で船員保険の適用事業所となっているが、この期間について、「Ｂ」

の娘は実際は船主が変わったとしており、「Ｅ船」の被保険者名簿をみると、

船舶所有者である「Ｂ」の名前は無く、また、申立期間⑤より前に「Ｅ船」で

被保険者資格を取得した者の名前も無い。 

このほか、申立人がすべての申立期間において給与から厚生年金保険料を控

除されていたことをうかがわせる事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3264 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 27年 12月 25日から 28年 12月 24日まで 

                          ② 昭和 29年２月 28日から 30年２月 27日まで 

                          ③ 昭和 30年４月１日から 31年９月 10日まで 

    Ａ組合のあっせんで昭和 27年 12月 25日から 28年 12月 24日まではＢ船

に（申立期間①）、29年２月 28日から 30年２月 27日まではＣ船に（申立

期間②）、同年４月１日から 31年９月 10日まではＤ船に（申立期間③）乗

船していたので、これらの期間について船員保険の加入期間としてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間①においてＢ船に、申立期間②においてＣ船に、申立期

間③においてＤ船にそれぞれ乗船していたことについては、申立人が所持する

パスポート及びＡ組合が保管する組合費納入カードの記録から確認できる。 

しかしながら、Ａ組合では、申立期間当時、Ｂ船、Ｃ船及びＤ船は、外国

船社所有の船舶で、雇用主及び給与支払者も外国船社であり、同組合は申立

人に対し外国船への乗船の紹介を行ったものであると陳述している。 

また、申立人は、申立てに係る船舶の船長から、給与として現金（ドル）

と明細書を手渡されていたが、給与から船員保険料は控除されていなかった

と陳述している。 

これらの事情により、申立人は、申立期間当時、船員法第１条に規定する

船員として船舶所有者に使用される者ではなく、船員保険の被保険者となら

ない。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③において、事業主により給与か

ら船員保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者と



して、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3265 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年８月 10日から 36年９月２日まで 

    昭和 34年８月 10日から 36年９月２日までの厚生年金保険加入期間につ

いて、照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    Ａ社は、倒産したため退職し、出産手当金は受け取ったが、脱退手当金は

請求した記憶も無く、受給していないので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年９月にＡ社を退職したが、脱退手当金を請求した記憶

は無く、受給していないとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約２か月後の昭和 36年 11 月 16日に支給決定されていること

が確認できる。 

そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿に記載されている女性のうち、脱

退手当金の受給要件を満たす女性について、脱退手当金の支給記録を調査した

ところ、受給者は申立人を含め 10 人であり、うち８人が資格の喪失後約５か

月以内に支給決定されているほか、支給決定日が同一となっている受給者が散

見されることを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可能性が高いも

のと考えられる。 

また、厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記されているほか、同表示の右に｢36.10｣との記載が確

認できるところ、脱退手当金が昭和 36 年 11 月 16 日に支給決定されているこ

とを踏まえると、同表示は同年 10 月を意味すると考えられ、脱退手当金請求

に係る事務処理の際に記載されたとするのが相当である。 



さらに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえないほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いとい

うほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

   これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3266 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年１月９日から 38年 12月 21日まで 

    Ａ社での厚生年金保険加入期間について、Ｂ社会保険事務所に照会申出書

を提出したところ、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

当時は再就職の予定もあったので、脱退手当金を請求するはずがない。 

脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 38年 12月にＡ社を退職したが、脱退手当金を請求した記憶

は無く、受給していないとしている。 

   そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の欄には脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、同表示の右に「39.

２」との記載が確認できるところ、脱退手当金が昭和 39年４月 10日に支給決

定されていることを踏まえると、同表示は同年２月を意味すると考えられ、脱

退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたとするのが相当である。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿で申立人が記載されているページを

含む前後計 15ページ(225人)のうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）

に受給要件を満し資格を喪失した女性 79 人について、脱退手当金の支給記録

を調査したところ、受給者は申立人を含め 24人であり、うち 21人が資格の喪

失後約４か月以内に支給決定されているほか、支給決定日が同一となっている

受給者が散見されることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りが無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえないほか、申立人から聴取しても受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見



当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 
 

 


